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ダイバーシティ・トレーニングの失敗とその原因1）

有　村　貞　則

はじめに

　最近アメリカの経営者や経営学者の間でダイバーシティ・マネジメントが

注目されている。ダイバーシティ・マネジメントとは，内外の環境変化に対

するアメリカ企業（組織）の適応行動の結果生じた労働力の多様性に対する

新しい管理方法・アプローチのことであり，その特徴は，労働者の間の幅広

い多様性を競争優位の源泉として活かすべく，文化を含めた組織全体の変革

を志向するところにある（e．g．，Thomas，　R．，1990，1991；古沢，1994；Carr

－
Ruffino，1996；Thomas，　D．　and　Ely，1996；有村，1999）。そして，このダ

イバーシティ・マネジメントの取り組みの中でも特に重要な要素となってい

るのがトレーニングである。

　このような経済合理性にもとづき，かつ極めて良好な意図・動機で実施さ

れているダイバーシティ・トレーニングであるが，一方でトレーニング2）によ

り，かえって白人男性のバックラッシュ（巻き返し）や女性，マイノリティ

の失望感，異なる集団間の対立などが高まったり，あるいは訴訟問題が発生

したという事例が報告されている（e．g．，　Mobley　and　Payne，1992；Caudron，

1993；Beaver，1995；Paskoff，1996）。本論文の目的は，なぜダイバーシティ・

トレーニングは，このような予期せぬ結果をもたらしたのか，その本当の失

1）本稿の作成にあたっては，山口大学経済学部学術振興基金の研究助成を受けた。この場をかり

　て感謝の意を表したい。

2）以下では，文脈に応じてダイバーシティ・トレーニングと表記する場合もあれば，たんにトレー

　ニングと表記する場合もあるので注意されたい。
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敗の原因は何なのかを考察することにある。第1節ではダイバーシティ・ト

レーニングの重要性とその特徴を概観する。第2節では実際に起こったダイ

バーシティ・トレーニングの失敗の事例を幾つか紹介する。第3節ではダイ

バーシティ・トレーニングの失敗の原因としてこれまで指摘されてきた要因

を批判的に検討し，次いでより本質的な失敗の原因と解決策について若干の

提言を行い，本稿の結びとする。

1　ダイバーシティ・トレーニングの乖要性とその特徴

　既述の通り，ダイバーシティ・マネジメントとは、内外の環境変化に対す

るアメリカ企業（組織）の適応行動の結果生じた労働力の多様性に対する新

しい管理方法・アプローチのことであり，その特徴は，労働者の問の幅広い

多様性を競争優位の源泉として活かすべく，文化を含めた組織全体の変革を

志向するところにある。したがって文化を含めた組織全体の変革を志向する

ダイバーシティ・マネジメントでは，トレーニングに限らず，あるいはそれ

を超えた多種多様な取り組みを長期にわたって実践する必要がある。例えば，

労働力の多様化に対するビジョン・動機の確立，トップ経営陣のコミットメ

ントと支援，変革の推進部隊となるリーダーやチームの任命・支援，ライン

マネジャーの関与，既存の組織文化やシステムの再検討（audit），変革のフォ

ローアップ，アファーマティブ・アクションの継続などである（e．g．，　Thomas，

R，1990，pp．112－117；Cox　and　Blake，1991，　pp．52－54；Thomas，　D．　and　Ely，

1996，pp．86－87；Miller，1998，　pp．152－153）。にもかかわらず，現実的に最も

重要なダイバーシティ・マネジメントの取り組みの要素となっているのはト

レーニングである。

　ダイバーシティ・トレーニングの重要性は，第1にその実施頻度の高さに

求めることができる。表1は，『Training』誌が100人以上の従業員を雇用す

るアメリカの組織（民間企業の他に教育・医療・政府機関などの公的組織を

含む）を対象に行ったトレーニング全般に関する調査結果の一部である。表
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1が示す通り，全回答組織803のうち半数以上（52％）がダイバーシティ・ト

レーニングを実施している。もちろんダイバーシティよりも実施される傾向

の高いトレーニングのタイプは多数存在するが，実質的にダイバーシティ・

マネジメントという問題が1980年代後半以降アメリカで注目されるように

なった背景を考えると3），如何に短期の間に多数のアメリカの組織がダイ

バーシティ・トレーニングに取り組むようになったのかが覗える4）。

表1　100人以上の従業員を雇用するアメリカの組織にみるトレーニング・タイプ

　　　ごとの実施状況（1997年度時点）

トレーニングのタイプ 1比率1

新入社員向けオリエンテーション　i92％

業績評価　　　　　i79
パーソナル・コンピュータ　　　　i78

チーム作り　　　　　　　　　　　i75

リ＿ダ＿シ。プ　　　　i75
セクシャル・ハラスメント　　　　i74

採用／選抜プロセス　　　　　　　i71

トレーナー育成　　　　　　　　　i71

新しい設備の操作　　　i71
安全1生　　　　　　　　i69
鰍委譲のスキル　　　　i66
製品に関する知識　　　　　　　　i66

ミ＿ティングの離（実施）　i66

目標設定　　　　　　　165
リスニングのスキル　　　　　　　i64

意志決定　　　　　　　　　　i64
変革のマネジメント　　　i63

品質改善　　　　　　　i63
時間管理（タイム・マネジメント）162

問題解決　　　　　　i61
スピーキング／プレゼンテーション｝61

トレーニングのタイプ 1比率1

情報技術／Mls　　　　　　　　　　　i　60％

動機づけ　　　　　　i60
コンピューター・プログラミング　　　i58

ファイナンス　　　　　　　　　　　i57

ストレスの管理　　　　　i54
計画策定　　　　　　i54
ライティングのスキル　　　　i54
戦略的計画作成　　　　　　　　　　　i53

ダイバ＿シティ　　　　　i52
交渉スキル　　　　　　i51
創造性　　　　　　　　　　　　　　　i48

倫理　　　　　　　　　　　　　　i46

マ＿ティング　　　　　i43
購買　　　　　　　　　　140
ファイナンス／ビジネスの読み書き能力i40
薬物乱用　　　　　　　　　　　　　　　i39

再就職斡旋／退職　　　　i39
禁煙　　　　　　　　　　i32
リエンジニアリング　　　　i30
外国語　　　　　　　　　　　　i22
その他　　　　　　　　　i4

1　全回答組織803の中で当該トレーニング・タイプを実施していた組織の比率。出所：『Training』

誌1997年10月号，p．55より著者が作成。

3）個別組織による違いはあるが，一般的にはアメリカの労働力構成の劇的な変化を予測したハド

　ソン研究所の『Workforce　2000』（1987）の発表以降だとされる（e．g．，　Winterle，1992，　p．11；

　Beaver，1995，　p．7）。

4）例えば『Training』誌もこの調査を長期にわたって実施しているが，ダイバーシティが選択肢

　のひとつに加わるようになったのは1992年以降である（Training，1992，　p．55）。
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　多数のアメリカの組織に実施されているだけでなく，ダイバーシティ・ト

レーニングは，ダイバーシティ・マネジメントに関する各種の取り組みの中

でも最も実施される傾向の高い要素である。図1は，1991年にLouis　Harris

and　Associates社が406のアメリカ企業を対象に行ったダイバーシティ・マネ

ジメント関連のプログラム・手法に関する調査結果である。図1が示す通り，

「管理者向けトレーニング」，「上級経営陣による意思伝達」，「従業員向けト

レーニング」，「女性やマイノリティ向けメンタリング制度」，「ダイバーシ

ティ・タスク・フォース」の5つの選択肢（「なし」，「よく分からない」，「そ

の他」を除く）がある中で，最も実施頻度の高いプログラム・手法は「管理

者向けトレーニング」である。既に実施している企業で63％，将来計画を含

めた場合には約80％に達している。同じように「従業員向けトレーニング」

も実施頻度が高い。既に実施している企業は全体の39％とそれほど高くない

ものの，将来計画を含めた場合には65％になり，これは第2番目に実施水準

図1　ダイバーシティ・マネジメント関連のプログラム・手法

　　　　　　管理者向けトレーニング

　　　　　上級経営陣による意志伝達

　　　　　　従業員向けトレーニング

女性やマイノリティ向けメンタリング制度

　ダイバーシティ・タスク・フォース

　　　　　　　　　　　　　　なし

　　　　　　　　　　よく分からない

　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　20　　40

口実施を検討（計画）

合計

79％

出所：Winterle（1992）P．21
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の高い「上級経営陣による意思伝達」にほぼ相当する値である（Winterle，

1992，pp．21－23）o

　ダイバーシティ・トレーニングの重要性を示す第2の側面は，コストであ

る。ダイバーシティ・トレーニングは，ダイバーシティ・マネジメントそれ

自体がアメリカ企業にとって未踏の問題領域であるだけに，外部コンサルタ

ントのアドバイスと指導のもとで実施される傾向がある。例えば，最近アメ

リカではダイバーシティを専門とするコンサルタントが急増しており，10年

前には実質的に全く存在しなかったダイバーシティ・コンサルタントが現在

推定で5000人存在し，なおかつ毎日数十人以上がこの分野に新しく進出し続

けていると言われているが（Barnes，1995），この急増ぶりは，数多くのアメ

リカの組織が外部コンサルタントのアドバイスと指導のもとでダイバーシ

ティ・トレーニングを実施している，あるいはそうしなければならない状況

にあることを示すものであろう。そして，こうした組織の側の堅調な需要に

支えられて，ダイバーシティ・コンサルタントとの契約に必要な費用も高騰

しており，一日あたり平均2，000ドル，最も有名なコンサルタントになるとそ

の4倍から5倍の費用が必要になると言われている。さらに一部のコンサル

タントにいたっては長期契約をビジネスの基本とするため，数百万ドル以上

の費用が必要になるとも言われている（MacDonald，1993）。この巨額のコス

トがダイバーシティ・トレーニングの重要性，特にその実施と成果に関する

側面の現実的重要性を高めている（Rynes　and　Rosen，1994，　p．67；Rynes　and

Rosen，1995，　p．248）。

　実施頻度とコストの側面以上に重要な点は，ダイバーシティ・マネジメン

トの実施過程におけるトレーニングの位置付けである。既述の通り，文化を

含めた組織全体の変革を志向するダイバーシティ・マネジメントでは，多種

多様な取り組みを長期にわたって実践する必要があるが，実際の企業の取り

組みでは，通常労働力の多様化に対するビジョン・動機の確立，トップ経営

陣による意思伝達，トレーニングといったダイバーシティ・マネジメントを

始動するための独立のプログラム・活動から，今度はそれを既存の組織の構
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造・機能・システム・価値観・方針等に統合する段階（例えば，ダイバーシ

ティ・マネジメントの管理責任の確立，業績評価・報酬の一環にダイバーシ

ティの要素を加える，人事部主導からライン主導にシフト，既存の組織の使

命・目標・方針・戦略等の中でダイバーシティの重要性を訴えるなど）へと

ステップアップしていく傾向がある（e．g．，　Winterle，1992，　pp．28－31；Digh，

1998）。つまりトレーニングは，ダイバーシティ・マネジメントという長期を

要する変革のプロセスの中で最も早い段階で実施される傾向のある取り組み

であり，これは本論文の問題意識である「なぜダイバーシティ・トレーニン

グは予期せぬ結果をもたらしたのか？その本当の失敗の原因は何なのか？」

を考える上でも重要な意味を含んでいる。即ち，ダイバーシティ・トレーニ

ングの成果は，その後のダイバーシティ・マネジメントの進捗状況を左右す

るP，丁能性があるだけでなく（Wheeler，1994，　p．9），多数のアメリカの組織が

高いコストをかけてそれに取り組んでいるという先の現状からして，アメリ

カ国内やビジネス界におけるダイバーシティ・マネジメントの評価そのもの

にも少なからず影響を及ぼすかもしれない。

　既存の調査結果によるとダイバーシティ・トレーニングの目的や内容（ト

ピック）は，かなり幅広い。表2は，Rynes　and　Rosen（1994，1995）が785

のアメリカの企業・政府・教育機関等（回答べ一ス）5）を対象に実施した調査

の中から，ダイバーシティ・トレーニングの内容を示したものである（ただ

しデータは，トレーニングを実施していた約32％の組織に関するもの）。表2

が示すように用意された9つの選択肢の中で最も共通に重視されている内容

は，潜在意識下にあるステレオタイプ・仮説・先入観等を意識するための「意

識訓練」であるが，他の内容も決して軽視されているわけではない。例えば，

「バックラッシュ（巻き返し）の回避」を除く全ての選択肢が半数以上の組

織で重要（「重要」と「非常に重要」の双方を含む）と見なされている（Rynes

and　Rosen，1994，　pp．68－70）。これと同じような調査結果は，45の組織（回

5）回答者の特徴に関しては，Rynes　and　Rosen（1994）p，70，（1995）p，258を参照されたい。
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表2　ダイバーシティ・トレーニングの内容（単位％）

内容の重要度 全く重要でないやや重要重要非常に重要

意識訓練

多様な集団内での職務遂行

公平・平等な処遇と個々人の特別の

ニーズとの間のバランス

ダイバーシティと雇用機会均等、ア

ファーマティブ・アクションの関係

コンフリクト解消（対処）

特別のニーズへの配慮（便宜）

企業文化の変革

マイノリティの同化の支援

（白人男性の）バックラッシュ回避i

2

4

6

10

11

4

14

14

27

6

17

14

20

21

27

28

35

34

26

30

35

31

37

39

33

31

25

66

49

45

40

31

30

25

20

14

出所：Rynes　and　Rosen（1994）p．70の表2，（1995）p259の表2から一部を抜粋。

答べ一スで，そのほとんどがアメリカの組織）を対象にしたWheeler（1994）

の調査でも報告されている。図2と図3は，Wheelerの調査報告の中からダイ

バーシティ・トレーニングの目的とトレーニング内容に含まれる項目の調査

結果を抽出したものである（Wheeler，1994，　pp．18－23）。　Rynes　and　Rosen

の調査結果と同様，ダイバーシティ・トレーニングの目的として最も重視さ

れているのは「意識の改善」であるが，「組織文化の変革」，「行動変革」，「ダ

イバーシティとその他のプログラム／イニシアチブのリンク」も7割以上の

企業で，「教育」6），「特定のスキルの提供」，「態度の変革」も5割以上の企業で

重要（「非常に重要」と「重要」の双方を含む）と判断されている（図2参照）。

トレーニング内容に含まれる項目としては，「人種」，「ジェンダー」，「ステレ

オタイプ」，「エスニシティ」，次いで「ビジネス目的」の5つが特に重視され

る傾向があるが，「セクシャル・ハラスメント」，「米国障害者法」といった法

6）ここでいう「教育」とは，ダイバーシティに関連する諸問題や歴史的データ，期待などについ

　て教えたり，ダイバーシティの概念やダイバーシティを議論するための言語について共通の理

　解を深めることを意味している（Wheeler，1994，　p．20）。
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図2　ダイバーシティ・トレーニングの目的図3　トレーニング内容に含まれる項目

出所：Wheeler（1994｝p．18 出所：Wheeler（1994）p．21

T］　67

の遵守に直接かかわる項目も6割以上の企業で重要（「非常に重要」と「ある

程度重要」の双方を含む）と判断されている。また近未来に生じるであろう

アメリカの人口と労働力構成の変化を反映して（Johnston　and　Parker，

1987；Fullerton，1995），「年齢」と「国の人口統計」を重要と判断する企業も

6割以上存在するし，最近ますます問題が大きくなっている「性的嗜好」も

5割以上の企業で重要と見なされている（図3参照）。

　このように実際のダイバーシティ・トレーニングでは，通常複数の目的や

内容が網羅され，またその重要度もトレーニーのタイプ（例えば管理者，既

存の一般従業員，新入社員など）によって異なる傾向があるが（Hopkins　et

aL，1994，　pp．431－434），一般的には「意識の向上」と「スキルの育成」，換

言するとダイバーシティに対する「態度と行動の変革」がダイバーシティ・

トレーニングの最も重要かつ一般的な目的・内容であると指摘されている（e．
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g．，Cox　and　Blake，1991，　p．53；Thomas，　R，1991．　pp．38－39；Winterle，1992，

p．21）7）。意識向上のためのトレーニング（以下意識トレーニングとする）は，

態度の変革を志向するトレーニングであり，その主な目的は，①ダイバーシ

ティ・マネジメントの意味と必要性について理解を深めること，②ステレオ

タイプ，偏見，異文化に対する感受性の欠如といったダイバーシティにとも

なう諸問題について個々人の意識を向上させることにある。またダイバーシ

ティ・マネジメントとアファーマティブ・アクションの違い，ダイバーシティ

を議論するための共通言語，態度の形成と行動への影響，好ましい行動規範

といった事柄に関する情報提供の場としても意識トレーニングが用いられる

ことがある。スキル育成のためのトレーニング（以下スキル育成トレーニン

グとする）は，行動の変革を志向するトレーニングであり，その目的は，異

なる集団の文化的特徴について具体的な情報を与え，実際の職務や職場にお

いてこれらの違いに如何に対処すればよいのかを教えることにある。このス

キル育成トレーニングは，主に管理者・監督者向けに提供されており，これ

を通して管理者・監督者達は多様な文化的背景を有する人達をリードし，育

成する能力やスキル（例えば，指導（コーチング），エンパワーメント，フィー

ドバック，インタビュー，コンフリクト解消など）を学習し，実践すること

が期待される。なお意識トレーニングとスキル育成トレーニングは，同一コー

スの中で実施されることもあれば，個別のコースとして別々に実施される場

合もある。個別のコースとして別途実施される場合は，通常意識トレーニン

グが最初に実施され，次にスキル育成トレーニングに進む（e．g．，　Cox　and

Blake，1991，　p．53；Winterle，1992，　pp．21－23；Wheeler，1994，　p．11，　pp．

19－20）。なおダイバーシティ・トレーニングの具体的イメージを喚起するた

めに，General　Electric社のダイバーシティ・マネジメント・プログラムの概

7）Thomas，　R．（1991，　p．38）は，態度一彼の言葉では，マインドセットーの変革を志向するの

　が「教育」で，行動やスキルの変革を志向するのが「トレーニング」であるとし，ダイバーシ

　ティ・マネジメントでは，トレーニングよりも教育を重視すべきであると主張しているが，本

　稿では，このような区別を特に意識せずに双方の言葉を用いることにする。
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図4　General　Electric社のダイバーシティ・トレーニング
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出所：Wheeler　｛1994｝p．22

要を図4に示した。

II　ダイバーシティ・トレーニングの失敗

　以Lのように最近アメリカの経営者や経営学者の間でダイバーシティ・マ

ネジメントが注目されるようになるにつれ，その取り組みの要素，しかもご

く初期段階の取り組みの要素として，ダイバーシティに対する「意識のr呵上」

と「スキルの育成」を日的・内容としたダイバーシティ・トレーニングが多

数のアメリカの企業（組織）によって実施されるようになった。そして，ダ

イバーシティ・トレーニングがダイバーシティ・マネジメントの取り組みの

ひとつの要素である以上，その背後には労働者の問の多様性を「競争優位の

源泉として活かす」，あるいは「尊重する」という極めて良好な意図・動機が

存在しているはずである。にもかかわらず，実際のダイバーシティ・トレー

ニングの幾つかは，これらの目的・内容，意図・動機に全く反する結果をも

たらした。これらダイバーシティ・トレーニングの失敗に関しては，実際に

起こった幾つかの事例を見てみたい。

　カリフォルニア州ダブリンに本社をおく食料雑貨チェーンのLucky

Stores社は，1980年代前半あまりにも低い女性の昇進率という問題に直面し

ていた。実際，同社の全経営管理者に占める女性の比率は3％であり，新しく
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経営管理層に昇進した人達の中でも12％（ともに1984年時点のデータ）と極

めて低く，そのため1984年にはレジ係担当の女性社員から性差別の異議申し

立てを連邦政府機関の雇用機会均等委員会に提出されたりもしていた。この

ような組織の問題に対処するためにLucky　Stores社は，1988年にある外部コ

ンサルタントのアドバイスと指導のもと，ダイバーシティに対する意識の向

上を目的とした管理者向けトレーニングを実施した。このトレーニングでは，

差別や偏見といった問題に対する意識を向上させるために，トレーニーであ

る管理者達に女性と男性についてこれまで聞いたことのある，あるいは一般

的に信じられているステレオタイプをコメントするよう求めた。そして，そ

の発言内容は，同社の上級経営陣によって正確に記録された。しかしながら

ここで提示された女性に対する様々なステレオタイプ，例えば「女性は泣き

やすい。もっと強くなるべきだ」，「女性は弱い性（weak　sex）と考えられて

いる」，「男性は困難で肉体的にきつい仕事をする」，「女性には出世意欲がな

い」，「適任の女性を見つけることができない」，「女性の管理職を探すことに

顧客が反対するかもしれない」などは，後にこのトレーニングとは直接関係

のないところから派生した同社に対する性差別集団訴訟（クラス・アクショ

ン）の証拠のひとつとして用いられ，結局Lucky　Stores社は，連邦地方裁判

所による有罪判決とともに約1億800万ドルもの賠償金を支払うことになっ

た（e．g．，　Noble，1992；Holden，1993；Murray，1993；Swisher，1994）。

　アメリカ連邦航空局は，1987年から1992年にかけて同局の白人男性エ

アー・トラフィック・コントローラーを対象にダイバーシティ・トレーニン

グを実施した。このトレーニングは，女性やマイノリティに対する差別や偏

見について白人男性をセンシティブ（敏感）にさせることを目的に実施され

たが，そのあまりにも行き過ぎたトレーニング手法は，何人かの白人男性に

精神的・肉体的に深いダメージを与えただけでなく，同局ならびに同局の上

部機関であるアメリカ運輸省に対してセクシャル・ハラスメントと不公平な

労働慣行の異議申し立て・訴訟をもたらすことになった。例えば，あるトレー

ニング・プログラムでは，女性に対するセクシャル・ハラスメントを身をもっ
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て理解すべく，白人男性が女性の参加者達に体の一部を触られたり，あるい

は性器のサイズについて評価されるという体験を味わわなければならなかっ

た。また他のプログラムでは，マイノリティの参加者達が白人男性優位の社

会・職場で直面している問題や不満を一方的にぶちまけ，白人男性に対して

はそれについて一言も異議・コメントをはさむ機会が与えられなかった。そ

のため1991年にはエアー・トラフィック・コントローラーの労働組合である

NATCA（National　Air　Traffic　Controller　Associations）から，このよう

なトレーニングの中ILを求める訴訟がアメリカ連邦航空局に対して提起され

た。最終的にこの訴訟は，1994年9月に連邦航空局側が，①今後ダイバーシ

ティ・トレーニングを実施する際には事前に組合と相談すること，②トレー

ニング後，仕事を休んだコントローラーに対して病休の原状復帰を認めるこ

と，③ダイバーシティ・トレーニングを原因とした精神的・肉体的ダメージ

のために医療費の支出を余儀なくされたコントローラーに対して賠償金を支

払うことの3つを柱とする解決策を提示することにより，両者の間で和解が

成立した。またこの解決策が提示される直前にも，ある白人男性からトレー

ニングの中止と30万ドルの賠償金を求める訴訟がアメリカ運輸省に対して提

起され，結局1996年2月に運輸省側が2，001ドルの賠償金を原告の白人男性に

支払うことになった（e．g．，　The　New　York　Times，1994年9月8日；Gottes－

man，1994；Garvey，1994；Phillips，1995；0’Connor　and　Gray，1996）。

　ワシントン州のある連邦政府機関が実施したダイバーシティ・トレーニン

グでは，参加者達に他者に対するステレオタイプを提示するよう求めたが，

そこで提示されたコメント，例えば「白人は鈍感で冷淡である」，「女性は管

理すべきでない。なぜなら彼女らはあまりにも感情的すぎるから」などは後

に同局のレターヘッドに印刷されてしまい，組織全体に知れ渡ることになっ

てしまった。しかもこのレターヘッドには，これらのコメントがどこで提示

され，また何を意図していたのかについて何の説明も加えられておらず，そ

の結果トレーニングに参加しなかった人達を含む多数の組織メンバーの間で

激しい対立や不満が発生した。ロサンゼルスのあるエレクトロニクス工場が
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実施したダイバーシティ・トレーニングでも，白人男性マネジャーに女性や

マイノリティのメンバーに対する自己のステレオタイプを積極的に発言する

よう求める一方で，女性やマイノリティのトレーニーには職場で排除されて

いることの怒りや不満を躊躇することなく表明するよう求めた。しかしこの

トレーニングは，異なる集団間の相互理解や調和を生み出すどころではな

かった。トレーニングが終了したまさに次の日に白人男性マネジャーは，こ

のトレーニングでの発言内容に関して女性やマイノリティのメンバーを激し

く非難し，そして女性やマイノリティのメンバーは，白人男性マネジャーが

自分達に対して抱いているステレオタイプの内容に強い精神的ショックを受

けていることが明らかになった（Caudron，1993，　p．51；Murray，1993）。

　AT＆Tは，約10万人の社員にダイバーシティ・トレーニングを受講させて

きたが，その後の社内調査で何人かの白人男性がダイバーシティ・トレーニ

ングやマネジメントに対して脅威を感じたり，あるいは無視されていると

いった感覚を味わっていることが判明した。そのため同社は，ある外部コン

サルタントのアドバイスと指導のもと，臼人男性の不安や不満を議論するた

めの新しいトレーニング・コースを設置したが，今度は逆に白人男性以外の

社員から，ダイバーシティ・トレーニングはあくまでも女性やマイノリティ

の抱えている問題や関心に固執すべきであるとの反対意見が提出され，中に

は他のメンバーにこのトレーニング・コースをボイコットするように働きか

けたり，経営陣に強く抗議する人達まで現れた（Swisher，1995）。

　以上が実際に起こったダイバーシティ・トレーニングの失敗例である。こ

れらの事例で示されている結果は，明らかにダイバーシティ・トレーニング

の本来の目的や内容，動機・意図に反するものである。と同時にダイバーシ

ティ・トレーニングの失敗とその表れ方は，様々であることが分かる。例え

ば，アメリカ連邦航空局のケースでは，トレーニングそれ自体がトレーニー

の不満や苦痛を生み出す直接の原因となり，それがまた組織に対する訴訟問

題，しかもダイバーシティ・トレーニングが本来解決しなければならない類

の訴訟（セクシャル・ハラスメント，不公平な労働慣行）にまで発展したこ
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とを示している。Lucky　Stores社でもこれと同じタイプの訴訟問題（性差別）

が発生したが，トレーニングそのものにこの問題の直接の原因があったわけ

ではない。このケースでは，ダイバーシティ・トレーニングとは直接関係の

ないところで派生した訴訟の中でトレーニング中の発言内容が同社の差別的

意図・体制を示す証拠のひとつとして用いられることになってしまった。ワ

シントンの連邦政府機関，ロサンゼルスのエレクトロニクス工場，そして

AT＆Tのケースでは，トレーニングそれ自体がトレーニーや他の組織メン

バーに不満や怒りをもたらす直接の原因になったという意味においてアメリ

カ連邦航空局と同じタイプの問題に直面したと言えるが，それが組織への訴

訟問題にまで発展することはなかった。しかしながら連邦航空局の場合，不

満や苦痛が表明されたのは白人男性の側からだけであったのに対し，これら

3つのケースでは，女性やマイノリティの側からも苦情が発せられている。

　またこれらの事例は，ダイバーシティ・トレーニングのどの側面がこうし

た失敗をもたらしがちであるのかも示している。前節で述べたようにダイ

バーシティ・トレーニングの主な目的・内容は，ダイバーシティに対する「意

識の向上」と「スキルの育成」の2点にあるが，特に問題を引き起こしがち

なのは，前者の「意識の向上」，とりわけ②ステレオタイプ，偏見，異文化に

対する感受性の欠如といったダイバーシティにともなう諸問題について個々

人の意識を向上させること（第1章参照）にある。例えば，Lucky　Stores社，

ワシントン州の連邦政府機関，ロサンゼルスのエレクロトニクス工場のケー

スでは，差別や偏見といった問題について個々人の意識を高めさせるために

あえて他者に対するステレオタイプや不満をトレーニング中に発言させたこ

とが失敗につながっている。アメリカ連邦航空局が直面した問題のひとつは，

女性に対するセクシャル・ハラスメントを白人男性に擬似体験させるという，

そのあまりにも行き過ぎたトレーニング手法にあったが，これも「ダイバー

シティにともなう諸問題について自己の意識を向上させる」目的にそって実

施されたものであると言える。

　なおここでは幾つかの典型的な事例を通してダイバーシティ・トレーニン
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グの失敗例を紹介してきたが，このような事例は，何人かの論者によるダイ

バーシティ・トレーニングに対してのかなり否定的な評価となって表れてい

る。例えば，Beaver（1995，　p．7）は「…幾つかのダイバーシティ・トレー

ニング・プログラムが予期せぬ結果をもたらしたと指摘するますます多くの

レポートが存在している。つまりこれらのプログラムは，敵対心や悪感情を

和らげるよりもむしろ強めているようである」と述べているし，Hemphill

and　Haines（1997，　p．2）も「ダイバーシティ・トレーニングが職場の差別

やハラスメントを著しく低減させることに失敗している事実（証拠）は疑い

ようがない。数多くの事例でダイバーシティ・トレーニングは，さらなる不

和と否定的なレッテル貼り（negative　labeling）をもたらした」と述べてい

る。Paskoff（1996，　p．　43）にいたっては「今日のダイバーシティ・プログラ

ムの多くは，より生産的に費やすことができたであろう貴重な時間の浪費で

あるばかりでなく，実際には解決するはずであった問題そのものを悪化させ

ている」とコメントしている通り，現行のダイバーシティ・トレーニングは

時間の無駄，問題を悪化させるだけとまで評価している。

　では，なぜダイバーシティ・トレーニングは，その本来の目的・内容，意

図・動機に全く反する結果をもたらしてしまったのであろうか。なぜダイバー

シティ・トレーニングの中の意識の向上を目的とした意識トレーニングは，

とりわけ失敗しやすいのであろうか。既に指摘したようにダイバーシティ・

トレーニングの成果は，その後のダイバーシティ・マネジメントの進捗状況

を左右する可能性があるだけでなく，アメリカ国内やビジネス界におけるダ

イバーシティ・マネジメントの評価そのものにも少なからず影響を及ぼす可

能性があるだけに，その失敗の原因を充分に検討する必要があるだろう。次

の節では，ダイバーシティ・トレーニングの失敗の原因としてこれまで指摘

された様々な要因を検討する。
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III　ダイバーシティ・トレーニングの失敗の原因

　ダイバーシティ・トレーニングの失敗の原因に関しては，これまで様々な

要因が指摘されてきたが，多くの論者は，関連していると思われる要因をた

んに羅列するのみであり，何が本当の失敗の原因なのか見えにくい。したがっ

て以下では，ダイバーシティ・トレーニングの失敗の原因としてこれまで指

摘された要因を①ダイバーシティに不寛容な社会的状況，②トレーニングを

実施する組織の側の問題③トレーニング・アプローチそのものに関する問

題の3つのカテゴリーに分け，それぞれのカテゴリーごとに検討を加えるこ

とにする。この方法では，異なるカテゴリーに属する複数の要因が相互に及

ぼす影響を射程に入れていない欠点があるものの，より本質的な失敗の原因

を明らかにする上では，少なくとも従来の方法よりは有効であろう。また限

られた時間とコストの中でダバーシティ・トレーニングを実施し，その失敗

を回避しなければならない実際の企業経営に対する貢献という点でもより意

義があろう。

3－1　ダイバーシティに不寛容な社会的状況

　Mobley　and　Payne（1992，　pp．45－46），Riccucci（1997，　pp．39－40）は，

最近のアメリカ社会では白人男性を中心にダイバーシティの問題や政策に対

するバックラッシュ（巻き返し）が高まっており，これに対処していないこ

とがダイバーシティ・トレーニングを失敗に導く原因であると主張する。

Beaver（1995，　p．8）は，最近のアメリカ社会では希少資源をめぐる異なる

集団間の対立・競争が激しくなっており，このような状況下で違いを強調す

るダイバーシティ・トレーニングを実施すれば，さらに状況が悪化する，例

えば集団間の対立や反感がさらに高まるのは当然であると指摘している。こ

れらの指摘は，ダイバーシティ・トレーニングの失敗の原因の一部をアメリ

カの社会的状況，具体的にはダイバーシティを否定したり，あるいは不寛容

になっているという状況に求める点で共通の特徴を持っている。では，この



ダイバーシティ・トレーニングの失敗とその原因 （807）－85一

ような社会的状況は，ダイバーシティ・トレーニングの本当の失敗の原因と

言えるのだろうか。

　まず最近のアメリカ社会がダイバーシティに否定的，あるいは不寛容に

なっているという指摘に関しては，確かに幾つかの社会的現象やデータに表

れている。例えば，女性やマイノリティなどに対する差別を積極的に是正す

るための措置として1960年代半ば以降実施されてきたアファーマティブ・ア

クションも，それが法のもとで保障された機会均等の原則に反するとの批判

（いわゆる「逆差別」）から廃止あるいは修正を余儀なくされつつあることは

周知の事実である（e．g．，岡田，1998，　pp，48－51；摂侍，1998）。また1980年代

後半以降アメリカでは，人種，宗教，障害，性的嗜好，あるいは民族・出自

などに対する偏見だけを動機とした犯罪，いわゆるヘイト・クライム（憎悪

にもとつく犯罪）8）が多発するとともに，この種の犯罪に直接的・間接的に影

響を及ぼしていると言われるヘイト・グループ（憎悪集団）9）の活動・勢力が

再び台頭しており，今なお大きな社会的・政治的問題となっている（e．g．，

Knickerbocker，1990，　p，6；Albanese　and　Pursley，1993，　pp．151－160；

Farley，1995，　pp．416－419；Siege1，1999，　pp，345－347）。

　そして，このようなダイバーシティに不寛容な社会を生み出すにいたった

8）少し例をあげると，1989年にロサンゼルス・カウンティー（郡）では，過去10年間で最も多い

　378件の憎悪犯罪が発生し，ニューヨーク市でも前年度の倍以上に相当する541件の憎悪犯罪が

　発生した（Knickerbocker，1990，　p．6）。　Southern　Poverty　Low　Centerが独自に行った調査

　では，1992年に31の憎悪犯罪による殺人事件が記録されており，これは同機関が調査を始めて

　以来（1979年），最高の件数であった（Farley，1995，　p，416）。また事態を重くみたアメリカ連

　邦政府は，1990年に連邦調査局（FBI）による憎悪犯罪事件のデータ収集とその公表を義務付け

　た憎悪犯罪統言1怯（Hate　Crimes　Statistics　Act）を制定したが，それによると1997年時点で

　8，049件の憎悪犯罪が発生しており（1995年度は7，947件，1996年度8，795件），うち4，710件は人

　種，836件は民族・出自，1，385件は宗教，1，102件は性的嗜好，12件は障害，4件はその複数に

　対する偏見を動機とするものになっている。なお，このデータに関しては，アメリカ連邦調査

　局のインターネット・ウェブ・サイト，http：／／www．fbi．gov／ucrを参照した。

9）Southern　Poverty　Low　Center（http：／／www．splcenter．org／intelligenceproject／ip－4iL

　html）によると，1998年時点で537の憎悪集団とその支部が全米に存在している（1997年には

　474）
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原因のひとつとしてしばしば指摘されるのが，1980年代から1990年代前半に

かけて生じたアメリカの経済状況の悪化，とりわけ中産階級や低所得層の人

達を取り巻く経済状況の悪化である。例えばこの時期，戦後ほぼ一貫して高

い伸び率を示してきたアメリカの労働者の実質賃金が低下あるいは停滞傾向

に転ずるとともに，ますます富める者と貧しい者の間の所得格差が広がった。

貧困層の増大が改めて問題視されるようになったのもこの時期である。経営

合理化を目的とした人員削減の波は，ブルーカラー労働者だけでなく，中間

管理職を中心としたホワイトカラー層にまで及び，一説では1987年から1991

年の5年聞だけで560万もの人達が職を失ったと言われる。さらにフルタイム

勤務の正社員よりも賃金・福利厚生・その他の面でコストのかからないパー

トタイム勤務労働者や人材派遣会社の社員などを活用する企業も少なからず

増大した（春田・鈴木，1998，pp．127－159）1°）。こうした1980年代から1990

年代前半にかけて生じた中産階級や低所得層の人達を取り巻く経済状況の悪

化は，しばしば異なる集団間の対立や競争，あるいは女性やマイノリティに

対する白人男性の側の恐怖や警戒心を生み出し，その結果としてダイバーシ

ティに不寛容な社会が生じるにいたったと説明される（e．g．，　Beaver，1995，

p．　8：Farley，1995，　p．412，　pp．420－421）。

　経済状況の悪化，特に中産階級や低所得層の人達を取り巻く経済状況の悪

化がダイバーシティに不寛容な最近のアメリカ社会を生み出したという上記

の指摘それ自体は，特に目新しいものではなく，偏見や差別といったテーマ

の研究領域で示されてきたオーソドックスな理論・仮説に添うものである。

例えば，この分野で最も重要かつ古典的な研究の一つといわれる「権威主義

的パーソナリティ理論」によると，偏見はしばしばある特定のパーソナリティ

特性を持った人達による攻撃転嫁やスケープゴート化のプロセス，即ち，不

満や怒りといった自己の感情をその本当の原因以外のもの（例えば，権威の

10）詳細なデータに関しては，春田・鈴木（1998）の特にpp．150－159を参照されたい。なお，記述

　の人員削減の規模・数に関しては，Beaver（1995）p．8を参照した。
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象徴でない自分よりも劣位にある集団や人達など）に転嫁することから派生

する。同じようにダイバーシティに不寛容な社会は，しばしば経済状況の悪

化等によって生じた社会的不満がある特定の集団やメンバーに転嫁される時

に生じると言われる11）。しかも通常この経済状況の悪化によって最も不利益

を被るのは，中産階級や低所得層を中心とした労働者階級の人達であり，そ

してその不満のはけ口の対象となるのは社会で最も周辺に追いやられている

女性やマイノリティ，移民の人達などである（e．g．，　Pettigrew　et　all，1982，

邦訳pp22－26；Farley，1995，　pp．18－29，　pp．420－421；Franzoi，1996，　pp．

399－401；Aronson　et　all，1999，　pp．531－533）。また「現実的対立理論（realistic

conflict　theory）」によると，異なる集団が希少資源をめぐって対立・競争す

る状況に陥ると，他の集団やメンバーに対する敵意や偏見・差別が生じるが

（e．g．，　Franzoi，1996，　p．395；Aronson　et　all，1999，　pp．528－531），このよう

な集団間の対立・競争状況もしばしば経済状況の悪化とそれに伴う希少資源

の枯渇，例えば，賃金プールや職，管理ポストの縮小などによって生じる。

論理的には現実的対立理論と前述の攻撃転嫁，スケープゴート化のプロセス

では不満や怒り，あるいはその結果としての偏見や差別の向けられる対象に

違いがみられるが（前者は直接的・論理的であるのに対し，後者は完全に非

論理的で何の因果関係も持たない対象に向けられる），いずれにせよ過去に社

会がダイバーシティに対して極めて不寛容になった時の幾多の歴史的状況

は，その背後に経済状況の悪化，あるいはその予兆という要因が多かれ少な

かれ関与していたことを示している。したがって経済状況の悪化によってダ

イバーシティに不寛容な状況が最近のアメリカ社会で生じ，それがダイバー

シティ・トレーニングの失敗に寄与したという指摘は，理論的にも歴史的に

もかなり説得力があるに思われるが，しかしながら以下で示す事実はこの考

えを懐疑的にさせる。

　第1に全てのダイバーシティ・トレーニングが失敗に終ったわけではない

11）Franzoi（1996，　p．401）は，これを「社会的脅威仮説」と名付けている。
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点である。もしもダイバーシティに不寛容な状況がアメリカ社会全般に広

がったとするならば，数多くのダイバーシティ・トレーニングが失敗し，場

合によっては中止・廃止という決断に直面していたとも想定されるが，実際

にはそうでない。一般的にダイバーシティ・トレーニングの成果は，その本

来の意図や目的に多大な貢献をしたと言えるほど成功度の高いものではない

が，かといって失敗であったとも言い切れない，いわば中立に近いのが実情

である。この点は，実際に785のアメリカの組織（回答べ一ス）を対象に調査

を行った先のRynes　and　Rosen（1994；1995）によって確認されている。表

3は，彼らの調査の中からダイバーシティ・トレーニングの短期的・長期的

成果に関する結果を抽出したものである（ただしデータは，ダイバーシティ・

トレーニングを実施していた約32％の組織に関するもの）。短期的成果にあた

るダイバーシティに対する「典型的な従業員」の態度をみると，トレーニン

グを開始する前にダイバーシティに対する従業員の態度が「敵対的」あるい

は「懐疑的」であったとした組織は71％にも及んでいるが，トレーニング中

になるとその比率は21％に低下し，36％は「中立」，43％は「好意的」として

表3　ダイバーシティ・トレーニングの短期的・長期的成果（単位；％）

ダイバーシティに対する「典型的な従業員」の　好意的　中立　懐疑的　敵対的

態度

トレーニング前

トレーニング中

トレーニング後

ダイバーシティ・トレーニングの全般的成功

　極めて不成功

　かなり不成功

　中立あるいはミックス

　かなり成功

極めて成功

9

43

73

5

13

50

30

3

20

36

20

68

18

7

3

3

0

llll所：Rynes　and　Rosen（1994）p．70の表2，（1995）p．259の表2の一部を抜粋。
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いる。トレーニング終了後では「懐疑的」とした組織は7％（「敵対的」0％）

であり，20％は「中立」，73％は「好意的」としている。この比率の変化は，

たとえ短期的であったにせよ，あるいは表面的なものにすぎないとしても，

数多くの組織でトレーニングを通してダイバーシティに対する従業員の態度

が否定的なものから好意的・肯定的なものへと変化したことを示している。

長期的成果にあたるダイバーシティ・トレーニングの全般的成功では，「極め

て不成功」あるいは「かなり不成功」としたのは18％であり，50％の組織は

成功とも失敗とも言えない「中立あるいはミックス」としている。また決し

て多いとは言えないが「かなり成功」とする組織も30％，「極めて成功」とす

る組織も3％存在する。表3の調査結果は，ダイバーシティの問題に対して

楽観的・好意的な見方を示すかもしれない人事担当マネジャーの主観的評価

であるという欠点があるものの（Rynes　and　Rosen，1995，　p．265），短期的・

長期的成功の双方でダイバーシティ・トレーニングの明白な失敗を示す評価

はかなり少ない。むしろ中立的あるいは成功とする評価の方が多く，特に短

期的成果に関してはこの傾向が著しい。したがってダイバーシティに不寛容

な最近のアメリカの社会的状況がダイバーシティ・トレーニングの失敗に寄

与したという指摘があるものの，実際に失敗した事例はそれほど多くないの

が実情である12）。

　ダイバーシティ・トレーニングの中止を示す傾向も出ていない。表4は，

第1節で取り上げた『Training』誌の調査からダイバーシティ・トレーニン

グを実施していた組織の比率を時系列的に示したものである。表4が示すよ

12）Rynes　and　Rosen（1995，　p．254）も次のようにコメントしている。「要するにダイバーシティ・

　　トレーニング中の否定的な結果を強調する最近の逸話的な話（anecdotal　accounts）とは対照

　に，我々の結果は，このようなプログラムに対する典型的な反応は（少なくとも人事専門家の

　判断では）概して非常に肯定的であることを示している」。なお表3は，短期的成果に比べると

　長期的成果の肯定的な評価がかなり低下することを示しているが，この点に関して彼らは，続

　けて次のようにコメントしている。「しかしながら多くの組織は，訓練された行動を長期にわ

　たってモデル化し，支援し，そして強化することによってその初期の訓練投資を生かすことに

　は失敗しているようである」。
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表4　100人以上の従業員を雇用するアメリカの組織におけるダイバーシティ・ト

　　レーニングの実施状況（一はデータ入手不可）

年 92 93 94 95 96 97

全回答数1　　　　　　　　…

ダイバーシティ・トレー二　40％

ングを実施している組織

の比率

一

47％

1，119　　　　821　　　　1，456　　　　803

56％　　　　53％　　　　47％　　　　52％

1　当該質問項目に対する回答数であり，調査全体の有効回答数ではない。出所：

の各調査年度10月号より著者が作成。

『Training』誌

うに1994年から1996年までの2年間はダイバーシティ・トレーニングを実施

する組織の比率が低下しているが，97年度には再び増大し，50％台になって

いる。各年度の比率は回答した組織の総数や特徴によって影響を受けるかも

しれないが，いずれにせよ大幅な，あるいは継続的な比率の低下傾向は確認

できない。なお表4は，1991年以前の値を示していないが，これはそれ以前

にはダイバーシティ・トレーニングが選択肢に含まれていなかったためであ

る。1998年以降に関しては，この年度から同誌の調査内容が大幅に変更になっ

たために同様の調査結果を入手できなかった。

　第2に最近のアメリカ社会は確かにダイバーシティに不寛容になっている

側面があるものの，他方でダイバーシティを支援する，あるいは支援しなけ

ればならない状況が同時に存在している点である。これは，とりわけ近未来

のアメリカの社会が急速に多様化していくという予測あるいは認識から生じ

ている。例えば，アメリカでは21世紀中頃にマイノリティの人口が白人（ヒ

スパニック系を除く）の人口を上回り，これまでマジョリティであり続けた

ホワイト・アメリカンが少なくとも数の上ではマイノリティになると言われ

ている。アメリカ国勢調査でもヒスパニック系を除く白人の全人口比率は，

1990年の約76％から2050年には約53％に低下すると予測されており（U．S．

Department　of　Commerce，1996，　p．19），正確な時期はともかく近い将来に

ホワイト・アメリカンの数的マイノリティ化が現実化しそうである。労働力
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の多様化も進んでいる。表5が示すように1950年時点でアメリカの労働力の

約70％は男性によって占められていたが，1995年にはその比率が53．9％に低

下し，男女の比率がほぼ同じになっている。同様に1960年時点でアメリカの

労働力の約90％は白人であったが，1995年にはその比率が約80％に低下し，

労働者の5人に1人はアフリカ系（黒人）やヒスパニック系などのいわゆる

マイノリティになっている。さらに最近のアメリカ労働省の調査では，1994

年から2005年までの間に新しく労働市場に参入する人達の約70％は女性やマ

イノリティであり，白人男性（ヒスパニック系を除く）は約30％にすぎない

と予測されている。これに伴い全労働力に占める白人男性（ヒスパニック系

を除く）の比率も1982年の46．4％，1994年の41．4％から2005年には38．4％に

低下する（Fullerton，1995，　p．　41）。人口と労働力以上に多様化が進んでいる

のが若年層を中心とした学生達の間である。表6は，1998年10月の新学年期

におけるアメリカの小中学校生と高校生ならびに大学生を人種・エスニック

別と性別の双方で示しているが，それによると全学生数に占める白人（ヒス

パニック系を除く）の比率は小中学校生で63．2％，高校生で65．3％，大学生

で70．8％であり，白人男性に限るとその比率はそれぞれ32．5％，33．2％，32．

4％になる。もちろんこのような人口，労働力，学生といった人々の間の多様

表5　アメリカの労働力の性別と人種・エスニック別構成（単位千人，％は除く）

全労働 性　別 人種・エスニック別
年

力
男性　i　女性　　　　　1

白人　i黒人　iヒスパニック1

1950

1960

1970

1980

62，208

69，628

82，771

106，940

43，81970．4％i18，38929・6％

1990 125，840 69，011　　54．8％151，050　　45．2％ 107，447　　81．4％ll3，740　　10．4％：10，720　　8，1％

1995 132，304
　　　　　　　171，360　　53．9％i60．944　　46．1％　　　　　　　1

111，95080．5％i・4，81710．7％i・2，2678．8％　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

1　ヒスパニック系アメリカ人は，あらゆる人種で重複して計算されている可能性があるため，白

人，黒人，ヒスパニック系の各労働者を合計した数は，全労働力数と一致しない。そのため人種・

エスニック別の構成比は，白人，黒人，ヒスパニック系の各労働者数を三つの集団の総数で割る

ことにより算出した。2一はデータなし。出所：U．S．DepartmentofCommerce（1996）p．394，

No．616，（1971）p．211，No．328より著者が作成。



一
92－（814） 第48巻第4号

表6　1998年10月の新学年期におけるアメリカの学生1の人種・エスニック別と性
　　　別の構成（単位千人，％を除く）

　　小中学校2
－一一一一一一一一一一 「’一胃一一”一而隔一
　人数　：　　　　　比率　　　　厘

　　　高校2
’旧一一一一一一一一学一 「一”一謄一一一一一一一

　人数　1　　　　　比率　　　　1

　　　大学3
’一一一闇一團一一門 丁一一一一一一一一一一一

　人数　i　　　　　比率

合計 　　　璽32，531i　100％　　　1 　　　115，357i　100％ 　　　115，546i　lOO％
臼人（ヒスパニック系を除く）一　　一　　罰　　回　　一　　一　　一　　所　　h　　回　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　凹　　一　　一　　一　　一　　r　　門　　＿　　－　　r　　－　　＿　　胃　　而　　＿　　一　　＿　　一　　一

　男子

　女子

20，593i63．3％一一一一一一一一一一一一トー一一一一一一一一一一
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1　小lll学生，高校／i｛は，24歳以ドを対象とした当、、亥析’1∫！年期の入学者。大学生は，この期に，尺学

　に通っていた15歳以Lの学生で，フルタイムの学1｛とパートタイムの学生の双方を含む。2　公

　、「ノ：学校と私、7二学校の双方を含む。3　：イト制大学と1几F卜制大学の双方を含む。出所：アメリカ国

勢JJ査局のインタネット・ウェブ・サイトから入ヂした“Level　of　Ellrollmellt　Below　Collegef

or　Pec）ple　3　to　24　Years　Old，by　C（）ntrol　of　School，Gender，　Metropolitan　status，　Race，　and

Ilispanic　Origill；October　1998”，　“Attendance　Status　Qf　College　Students　15years　Old　and

Over，　by　Age　，　Gender　，　Years　and　Type　of　College，　Race，　and　Ilispanic　Origin：October

l998”（些tp：／／www．ccnsus．gov／populatioll／www／socdemo／school／98tabs，htmDより著者

が作成。

化が，多様な人達のあるべき社会的・国民的統合の形にそのまま表れている

わけではない。Farley（1996，　pp．336－339）が指摘するように・今なおアメリ

カの学校には人種やエスニシティを次元とした事実上の分離（de　fact　segre－

gation）現象13）が見られるし，労働市場でも賃金，職業，就業形態，昇進，職

責といった面でのデモグラフィック（人口統計学的）な格差が依然として残っ

13）より厳密には，かつてのジム・クロウ制度のように法律にもどつくものではないが，現実とし

　　て存在している人種分離のこと。ジム・クロウ制度に関しては，Woodward（1974）のThe

　Strange　Career　of　Jim　Crow，とりわけ第3章（邦訳「人種主義への降伏」）を参照されたい。
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ている（有村，1999，pp．248－261）。またこのような急速な多様化の進展が先

の経済状況の悪化とならんで社会的不安や緊張をあおり，ひいてはダイバー

シティに不寛容な最近のアメリカの社会的状況を生み出したとも考えられ

る。とはいえこの多様化の進展がまたダイバーシティを支援する，あるいは

支援しなければならない状況を生み出しているのも事実である。事実ダイ

バーシティ・マネジメントが注目されるようになったのも，そして幾つかの

ダイバーシティ・トレーニングの失敗例がマスメディア等によってややセン

セーショナルに取り上げられるようになった後でも，多数のアメリカの組織

がダイバーシティ・マネジメントの取り組みを開始したり，あるいは持続し

たのも（Silverstein，1995），基本的にはこうした外部環境面で進展する多様

化への認識があったからである。

　以上の考察から次のことが言えよう。第1にダイバーシティに不寛容な最

近のアメリカの社会的状況がダイバーシティ・トレーニングの失敗に寄与し

たという指摘は，この社会に同時に存在しているもうひとつの側面，即ち，

ダイバーシティを支援する，あるいは支援しなければならない状況を見落と

している。既に説明した通り，この側面は，近未来のアメリカ社会がますま

す多様化していくという予測あるいは認識からますます強くなる傾向があ

る。第2に実際には明らかに失敗したダイバーシティ・トレーニングの事例

がそれほど多くないことから，たとえダイバーシティに不寛容な最近の社会

的状況がダイバーシティ・トレーニングを失敗に導く潜在的要因になりえた

としても，それは個別組織の側の対応・努力次第で十分に回避可能であった

であろうということである。したがってダイバーシティ・トレーニングの失

敗の原因は，ダイバーシティに不寛容な最近のアメリカの社会的状況にある

のではなく，トレーニングを実施した組織の側の問題か，あるいは後に考察

するトレーニング・アプローチそのものに関する問題にあると言えそうであ

る。次は，この組織の側の問題として指摘されているダイバーシティ・トレー

ニングの失敗の原因を検討する。
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3－2　トレーニングを実施する組織の側の問題

　トレーニングを実施する組織の側の問題として指摘されている失敗の原因

は様々であるが，その多くは「労働者の間の幅広い多様性を競争優位の源泉

として活かすべく，文化を含めた組織全体の変革を志向する」というダイバー

シティ・マネジメントの特徴そのものに密接に関連している。したがってこ

の点をまず簡単に説明しておくと，第1にダイバーシティ・マネジメントで

は労働者の間の多様性を幅広く定義する。ここで労働者の問の幅広い多様性

の定義とは，法的に規定された雇用差別禁止項目，例えば，人種，性別（あ

るいはジェンダー），宗教，肌の色，出自，年齢，障害等だけでなく，それ以

外の要素，例えば性的嗜好，学歴，職歴，家庭状況，社会的背景，個性，価

値観，行動スタイル，終身在職権の有無，その他も多様性の構成要素に含む

ことを意味している14）。また人種やジェンダーといった次元に注目する場合

でも，それはたんに女性やマイノリティのことを意味しているのではなく，

白人男性もまた多様性を構成する重要なメンバーとして位置付けられなけれ

ばならない。第2にダイバーシティ・マネジメントの動機は，あくまでも競

争優位の獲得であり，法の遵守や社会的責任の遂行を超えるものでないとい

けない。第3にダイバーシティ・マネジメントは，文化を含めた組織全体の

変革を志向する。したがってトップマネジメントのコミットメントはもちろ

んのこと，トレーニングを含めた多種多様な取り組みを長期にわたって実践

する必要がある（e．g．，　Thomas，　R，1991，1995；古沢，1994：Carr－Ruffino，

14）ちなみにWinterle（1992，　p．11）は，前者の法的に規定された雇用差別禁止項目にもどつく多

　様性の定義を狭義の定義，後者のそれ以外の要素も含める多様性の定義を広義の定義と分類し

　ている。またWheeler（1994，　p．　10）は，この2つの多様性の定義をもとに，ダイバーシティ・

　　トレーニングの定義を試みている。それによると狭義の多様性の定義にもとついたダイバーシ

　ティ・トレーニングとは「法の遵守，例えばアファーマティブ・アクション，雇用機会均等，

　セクシャル・ハラスメントなどに関する教育」のことであり，広義の多様性の定義にもとつい

　たダイバーシティ・トレーニングとは，「職場における個々人の“諸々の達い（differences）”

　とそれらの違いが人々の協働作業や職務遂行の方法を如何に妨げたり，あるいは促進するかに

　ついて個人的な意識を高めること」である。



ダイバーシティ・トレーニングの失敗とその原因　　（817）－95一

1996；Thomas，　D．　and　Ely，1996；有村，1999）。何人かの論者は，このよう

なダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴にそくさないトレーニングを

組織がデザインしたり，実施したりする時にダイバーシティ・トレーニング

は失敗すると指摘している。

　例えばMobley　and　Payne（1992，　p．46）は，ダイバーシティ・トレs－一　；

ングの焦点がたんに女性やマイノリティに対する白人男性の態度の変革にあ

てられている場合，アファーマティブ・アクションに対してバックラッシュ

が生じたのと同様，自人男性の側の怒りや恐怖が生じたり，あるいはそれが

異なる集団間の対立という組織全体の問題にまで発展すると指摘している。

Mobley　and　Payneによると，このようなタイプのトレーニングが実施され

てしまう原因は，差別や偏見・ステレオタイプといった点で問題を抱えてい

るのは白人男性のみであり，女性やマイノリティには問題がないとの前提を

組織が抱いていることにある。記述の通り，このような前提は，女性やマイ

ノリティだけでなく，白人男性もまた多様性を構成する重要なメンバーとし

て位置付けるというダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴にそくする

ものではないし，それはまた労働者の間の多様性をたんに人種やジェンダー

といった狭い次元でしか捉えていないことを意味している。同じようにRic－

cucci（1997，　pp．37－38）は，ダイバーシティ・トレーニングが失敗したり，

あるいはその他のダイバーシティ・マネジメント関連のプログラムが当初期

待したほどの成果をあげることができない原因の一部は，組織が法の遵守や

要請をあまりにも強調しすぎること，場合によっては従来のアファーマティ

ブ・アクションや雇用機会均等法の遵守に替わる新しい名称としてだけダイ

バーシティという用語を用いていることにあると指摘している。Riccucciが

指摘するように法の遵守はダイバーシティ・マネジメントやトレーニングに

おいても決して軽視すべきことではないが，しかしそれは競争優位の獲得と

いうダイバーシティ・マネジメントの本来の動機にそくしていないし，また

労働者の間に存在する様々な多様性の一側面しか捉えないことになってしま

う15）。
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　労働者の間の多様性を狭く捉える問題点と同様にトレーナーの多様性が限

られていること，これもまたダイバーシティ・トレーニングを失敗に陥らせ

る原因になるとMobley　and　Payne（1992，　p．47）は指摘する。彼らによる

と，ダイバーシティ・マネジメントの特徴の一つが労働者の間の幅広い多様

性の定義にある以上，トレーナーもまた多様であるべきであるが，実際には

多くのケースで女性やマイノリティがトレーナーとして用いられている。そ

して，このような偏ったトレーナーの任命方法が，ダイバーシティ・マネジ

メントやトレーニングは依然として女性やマイノリティのためだけに存在す

るとの問違ったメッセージを参加者（トレーニー）達に伝えることになり，

それがまた自人男性の側の怒りや恐怖を生み出すことになる。なおトレー

ナーの問題に関しては，この多様性が限られているという指摘の他にダイ

バーシティの問題に対するトレーナー自身のスキルや経験，専門知識等があ

まりにも乏しいこと（たとえ良好な意図を持っていたとしても），これもダイ

Nぴ　　　き　，ニ　　，　　，　　1　　｝　　　　　＿　　s　　ノづ　m　ル　）lゐ　4’sVJ；tf”tJp　　　1－　＝t“　ヒ　　｝n　v7’　L　　ウ　　　lnm　　t　1　　　　　　　　t

／’n ！　ノ　／　’　ド　v一　一一・／ノvノ入只xレノノ牙u八1／こ（二，肖イつ4しL）｝Q　　k⊥v10Dley　anG

Payne，1992，　p．47：Caudron，1993，　p．51）。この指摘は，実際に数多くのダ

イバーシティ・トレーニングが最近この分野に進出したばかりの外部コンサ

ルタントによって夫施されていること，なおかつ彼ら・彼女らの考案による

トレーニング手法が幾つかのダイバーシティ・トレーニングを失敗に導く

きっかけになっているという事実（例えば，第2節で紹介したアメリカ連邦

航空局のケースのように）にもとつくものであり，それはダイバーシティ・

コンサルタントと安易に称してトレーニングを提供・実施している外部ト

レーナー（コンサルタント）の問題を批判したものとも言える。とはいえ本

来トレーニングが失敗しないように外部トレーナーのスキルや経験，専門知

15）またRiccucci（1997，　p．38）は，ダイバーシティ・マネジメントでは，あらゆる従業員の採用

　　（リクルート），雇用，トレーニング，昇進，そして育成を目的とした幅広い人的資源管理プロ

　グラムが必要になるのに対し，法の遵守，とりわけアファーマティブ・アクションの遂行では，

　そのうちの一部のプログラムしか実施されないことになってしまうと指摘している。なおこの

　点に関しては，有村（1999，pp．263－279）も参照されたい。
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識等を事前にスクリーニングしたり，あるいは適切な外部トレーナーが確保

できない場合の対処方法を考えたりしなければならないのは組織の側の責任

であり（Wheleer，1994，　p．9，pp．32－34），その意味でトレーニングを実施

する組織の側の問題の一つに含めることができよう。

　トレーニングを支援・強化する他の取り組みが欠如していることがダイ

バーシティ・トレーニングの失敗の原因であるとも指摘されているが，これ

は「文化を含めた組織全体の変革を志向する」というダイバーシティ・マネ

ジメントの他の特徴との関連で指摘されている組織の側の問題点であると言

える。記述の通り，文化を含めた組織全体の変革を志向するダイバーシティ・

マネジメントでは，トレーニングを含めた多種多様な取り組みを長期にわ

たって実践する必要がある。例えば，労働力の多様化に対するビジョン・動

機の確立，トップ経営陣のコミットメントと支援，トレーニングといったダ

イバーシティ・マネジメントを始動するための様々な独立の活動・プログラ

ムから，さらにはダイバーシティの要素を既存の組織の構造・機能・システ

ム・価値観・方針等に統合するなどである。Caudron（1993，　p．52）は，こ

うした文化を含めた組織全体の変革に本来不可欠なトレーニング以外の他の

取り組み，彼女の言葉では「トレーニングを支援する他の戦略」が欠如して

いる場合，ダイバーシティ・トレーニングは失敗するだろうと指摘している。

またRiccucci（1997，　p．40）もトレーニングを含むダイバーシティ・マネジ

メント関連のプログラムの最大の欠点は，それがより幅広い組織の長期的な

目標や使命に統合されていないことにあると指摘している。なおCaudron

（1993，pp．58－59）は，スキルの育成がともなわない意識の向上・改善に偏

重したダイバーシティ・トレーニングは失敗するとも指摘しているが，これ

も幅広い意味でトレーニング（ここでは，厳密にはダイバーシティ・トレー

ニングの中の「意識トレーニング」にあたる）を支援・強化する他の取り組

みの欠如を指摘したものと言える。

　以上トレーニングを実施する組織の側の問題として指摘されている要因を

幾つか紹介してきたが，そのほとんどは「労働者の間の幅広い多様性の定義」，
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「競争優位の獲得という動機」，「文化を含めた組織全体の変革を志向する」

というダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴と密接にかかわるもので

あった。他方，これらの特徴とあまり関連のない要因として指摘されている

組織の側の問題も存在する。そのひとつは，既に紹介した外部トレーナー（コ

ンサルタント）のスキルや経験，専門知識等の不足である。記述の通り，こ

の問題は，適切な資格がないにもかかわらず安易にダイバーシティ・コンサ

ルタントと称してトレーニングを提供している外部トレーナー（コンサルタ

ント）自身の問題と，彼ら・彼女らの適性（資格）を十分にスクリーニング

していない組織の側の問題の双方にかかわることであったが，どちらの側面

に注目するにせよダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴との関連性を

見出すことは難しい。もうひとつは，組織の問題解決ニーズとダイバーシ

ティ・トレーニングとのミスマッチである。例えばCaudron（1993，　p．58）

は，従業員が直面している問題を事前に理解せずにダイバーシティ・トレー

ニングを実施すれば失敗するだろうと指摘し，その具体例としてサンフラン

シスコ湾岸地域のある組織が実施したトレーニングの例を簡単に紹介してい

る。Caudronによるとこの地域一帯はゲイやレズビアンなどの同性愛者が多

数居住するところであったが，トレーニングを実施したある外部コンサルタ

ントは，こうした地域特性や従業員の特徴をよく理解せずに，たんに人種の

問題に焦点をあてたダイバーシティ・トレーニングを実施した。その結果，

当該組織にとって本当に重要な性的嗜好の問題が全く捨象され，トレーニン

グに参加した同性愛者の従業員達も自分達の抱えている問題は組織内で重要

と見なされていないと感じるだけで終ってしまった。同じようにPaskoff

（1996，p．44）は，ダイバーシティ・トレーニングはしばしば組織の問題解

決ニーズに適さない「間違ったツール（wrong　tool）」であると指摘している。

Paskoffによると，ダイバーシティ・マネジメントの理念や特徴はともかく，

実際の組織の多くは，組織内で発生した違法行為（illegal　behavior）（f　1えば，

人種差別や性差別発言，特定の従業員集団に対する不公平な取り扱い，セク

シャル・ハラスメントなど）に対処するためにダイバーシティ・トレーニン
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グを用いているが，こうした類の問題解決に本来必要な手段とは，職場内で

してはいけない特定の行動を明確に定義（規定）するトレーニングであり，

ダイバーシティ・トレーニングのようにステレオタイプや偏見について個々

人の意識を高めたり，異文化学習を促すことではない。CaudronとPaskoffの

意図するミスマッチの内容は必ずしも同じであるとは言えないが，いずれに

せよダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴との関連性はそれほど高く

ない。むしろダイバーシティ・マネジメントやトレーニングに限らず，あら

ゆるビジネス上の取り組みは本来特定の組織の問題解決ニーズにあった特定

のプログラムや手続き等が必要であり，その点を十分に考慮していないこと

がダイバーシティ・トレーニングの失敗の原因であると主張していると言え

よう。

　では，これら組織の側の問題として指摘されている要因は，はたしてダイ

バーシティ・トレーニングの本当の失敗の原因と言えるのだろうか。まず始

めにダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴との関連で指摘されていた

要因，①自人男性の態度の変革に焦点をあてたトレーニング（あるいは差別

や偏見・ステレオタイプといった点で問題を抱えているのは白人男性のみで

あるとの前提），②労働者の間の多様性を狭く捉えること，③法の遵守や要請

をあまりにも強調しすぎること，④トレーナーの多様性が限られていること，

⑤トレーニングを支援・強化する他の取り組みの欠如の5つについて考えて

みたい。全体として見るとこれらの要因は，その関連性からも明らかなよう

にダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴にそくさないトレーニングを

組織がデザインし，実施していることがダイバーシティ・トレーニングの失

敗の原因であると主張していると言える。しかしながら現在のところ，ほと

んどの組織は，ダイバーシティ・マネジメントの意図する「労働者の間の幅

広い多様陛の定義」，「競争優位の獲得という動機」，「文化を含めた組織全体

の変革を志向する」という3つの特徴を完全には実現できていない，あるい

はしていない状況であり，その意味でトレーニングに失敗した一部の組織だ

けがこれらの特徴にそくさないトレーニングをデザインし，実施していたと
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は考えられにくい。換言するとトレーニングに失敗しなかった組織でもこれ

らの特徴にそくさないトレーニングをデザインし，実施している可能性は多

分にあり，それゆえにダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴にそくさ

ないトレーニングのデザイン・実施が一義的に失敗に結びつくとは考え難い。

　ほとんどの組織がダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴を完全には

実現できていない点は，とりわけ「文化を含めた組織全体の変革を志向する」

側面において顕著である。既に指摘した通り，文化を含めた組織全体の変革

を実現するためにはトレーニング以外の，あるいはそれを支援・強化する他

の様々な取り組みが不可欠であり，それらの欠如がダイバーシティ・トレー

ニングの失敗の原因であるとCaudron（1993，　p．53），　Riccucci（1997，　p．40）

は指摘していた。しかしながら現実問題としてトレーニングや上級経営陣に

よる意思伝達といった比較的取り組み易い活動やプログラムは別にして，そ

れ以Lの取り組み，例えば，女性やマイノリティ向けメンタリング制度，ダ

イバーシティ・タスク・フォースの活用（第1節の図1を参章），ダイバーシ

ティの要素を既存の組織の目標や使命，あるいは業績評価や報酬の一環に加

えるといった点になると，たとえこの分野で先駆者とみなされている組織で

あっても未だ実施しているところはそれほど多くないのが実情である。参考

までにフォーチュン500社におけるダイバーシティ・マネジメントの実施状況

を簡単に見てみよう。幾つかの実態調査が明らかにしているようにフォー

チュン500社は，他の企業と比べてダイバーシティ・マネジメントの取り組み

が比較的進んでいる企業であり，1994年時点で既に全体の72％が何らか類の

ダイバーシティ・マネジメント関連のプログラムを実施していたと言われ

る16）。しかしながらダイバーシティの要素を管理者の業績評価や報酬の一環

に組み込んでいるところになると，1998年時点でも40％（しかも「報酬と業

績評価の双方」にダイバーシティの要素を加えているところになると24％）

であり，60％近くのフォーチュン500社はまだこのような試みを実施していな

い　（Digh，1998，　p．63）17）。

　トレーナーの多様性についても同じようなことが言える。Mobley　and
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Payne（1992，　p．47）は「労働者の間の幅広い多様性の定義」というダイバー

シティ・マネジメントの本来の特徴に反してトレーナーが女性やマイノリ

ティに偏っているとダイバーシティ・トレーニングは失敗すると指摘してい

たが，トレーナーが女性やマイノリティに偏っているのは，別にトレーニン

グに失敗した組織だけに見られる現象ではなく，そうでなかった組織にもあ

てはまることである（Hemphill　and　Haines，　p．4）。したがって彼らの指摘

も，ダイバーシティ・トレーニングの本当の失敗の原因を説明しているとは

言い難い。実は，この点はMobley　and　Payne自身も認めていることである。

彼らは，ダイバーシティ・トレーナーとして女性やマイノリティを任命する

方法は，（トレーニングに失敗した組織だけでなく）多くの組織に見られる「共

通のプラクティス（common　practice）」（p．47）であると指摘している。こ

の指摘自体に異論はないが，問題は，前項で明らかにしたように女性やマイ

ノリティがトレーナーとなっている数多くのダイバーシティ・トレーニング

でも，その成果は個別組織によって失敗であったり，あるいは中立，成功と

異なっているのが現実であり，この点を彼らが捨象していることにある。同

じ過ちはRiccucci（1997，　pp．37－38）にも見られる。彼女は，ダイバーシティ・

16）1994年のA．T．　Kearney　Executive　Searchの調査による（Caudron，1997，　p．60）。なおこの

　　点は，ダイバーシティ・トレーニングの実施状況にも表れている。Hamphill　and　Haines（1997，

　p．3）によると1997年現在でダイバーシティ・トレーニングに取り組んでいるフォーチュン500

　社は全体の60％以上に及ぶが，同じ年の100人以上の従業員を雇用するアメリカの組織を対象に

　　した『Trainning』誌の調査では，ダイバーシティ・トレーニングを実施している組織は全体の

　　52％である（第2節の表6参章）。また1994年にRynes　and　Rosen（1994，　p．68）がSociety　for

　　Human　Resource　Managementのメンバー785人（回答べ一ス）を対象に行った調査では，ダ

　　イバーシティ・トレーニングを実施していた組織は全体の32％であり，同じく1994年にHop－

　　kins　et　al．（1994，　pp．429－431）がWho’s　Who　in　HR　Directoryから無作為抽出した90の組織

　　（回答べ一ス）を対象した調査でも，ダイバーシティ・トレーニングを実施していた組織は全

　　体の29％である。

17）Digh（1998，　p63）の引用によるSociety　for　Human　Resource　Managementの調査結果に

　　もとつく。なお同調査では，無作為抽出したフォーチュン500社よりも小規模な企業を対象に同

　　様の調査を行っているが，これらの企業では，ダイバーシティの要素を管理者の業績評価や報

　　酬の一環に加えているところは16％（「報酬のみ」1％，「業績評価のみ」5％，「報酬と業績評

　　価の双方」10％）であった（Digh，1998，　pp．63－65）。
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トレーニングの失敗の原因の一部を競争優位の獲得というダイバーシティ・

マネジメントの本来の動機に反して組織が法の遵守や要請をあまりにも強調

しすぎることに求めていたが，これもトレーニングに失敗した組織に限定さ

れたものでなく，ダイバーシティ・マネジメントやトレーニングに取り組ん

でいる組織一般に見られる共通の特徴として提示されている。彼女のこの指

摘がはたして正しいのかどうかは定かではない。彼女は，ダイバーシティ・

マネジメント関連のプログラムに関するある実態調査の結果工8）をもとにこの

ような結論を導き出しているが，他の調査結果では数多くの組織が競争優位

の獲得という動機をもとにダイバーシティ・マネジメントやトレーニングに

取り組んでいることが明らかにされている19）。しかしながらたとえ彼女の指

摘が正しい，即ち，ダイバーシティ・マネジメントやトレーニングに取り組

んでいる組織の多くが法の遵守や要請をあまりにも強調しすぎていたとして

も，トレーニングの成果は個別組織によって異なっているのが実情であり，

それゆえにこれもダイバーシティ・トレーニングの本当の失敗の原因を説明

しているとは言い難い。同様にMobley　and　Payne（1992，　p．46）は，白人

男性の態度の変革に焦点をあてたダイバーシティ・トレーニングは失敗する

と指摘していたが，現実はともかくこれもトレーニングを実施している数多

くの組織に共通に見られる特徴として提示されており，その意味でダイバー

シティ・トレーニングの本当の失敗の原因を説明しているとは言い難い。

　労働者の間の多様性の定義の仕方に関しては，確かにそれを幅広く定義す

る，あるいはその利点を認める組織が一般的であると言われているが（e．g．，

Mobley　and　Payne，　pp，46－47；Winterle，　p．　12；Wheeler，1994，　pp．10－11），

中には意図的に狭く定義することによってダイバーシティ・マネジメントや

18）1993年に785の組織の対象に行われたSociety　for　Human　Resource　ManagementとCom－

　merce　Clearing　Houseの共同調査。調査結果の詳細に関しては，　Riccucci（1997）p．38の表

　　1を参照されたい。

19）例えば1992年に131の組織を対象に行われたConference　Boardの調査結果。詳細に関しては，

　Winterle（1992，　p．13－14）を参照されたい。
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トレーニングに成功をおさめている企業も存在する。例えば，Corning社はダ

イバーシティ・マネジメントの先駆者であり，かつそのトレーニングも成功

裡なものと認められている組織のひとつであるが，同社では労働者の間の多

様性をあえて人種とジェンダーの次元に限定して捉えている（Winterle，

1992，p．24）。　Mobley　and　Payne（1992，　p．23），　Riccucci（1997，　pp。37－38）

は，「労働者の間の幅広い多様性の定義」というダイバーシティ・マネジメン

トの本来の特徴に反して，組織がたんに人種やジェンダーなど法的に規定さ

れた雇用差別禁止項目にだけ注目していると，ダイバーシティ・トレーニン

グは失敗すると指摘していたが，同社の事例は必ずしもそうではないことを

示している。

　以上のようにダイバーシティ・マネジメントの本来の特徴との関連で指摘

されている組織の側の問題点は，トレーニングに失敗しなかった組織でもダ

イバーシティ・マネジメントの本来の特徴にそくさないトレーニングをデザ

イン・実施していたり，あるいは中には意図的に反するトレーニングをデン

ザイ・実施することで成功をおさめている組織も存在するという事実を見落

としており，その意味でダイバーシティ・トレーニングの本当の失敗の原因

を明らかにしているとは言い難い。では，ダイバーシティ・マネジメントの

本来の特徴とあまり関連のない要因として指摘されていた①外部トレーナー

のスキルや経験，専門知識等の不足とその不充分なスクリーニング，②組織

の問題解決ニーズとダイバーシティ・トレーニングとのミスマッチについて

はどうであろうか。まず①の外部トレーナーの問題に関しては，先のダイバー

シティ・マネジメントの本来の特徴との関連で指摘されていた要因と同じ問

題点を指摘することができる。即ち，トレーニングに失敗した組織だけでな

く，そうでなかった組織でもスキルや経験，専門知識等の不足した外部トレー

ナーを利用していたり（あるいは利用せざるを得ない状況にあったり），また

そのスクリーニングが不充分であるのが一般的であり（e．g．，　Wheeler，1994，

pp．32－34），したがってこの要因がダイバーシティ・トレーニングの本当の失

敗の原因であるとは思えない。他方，②の組織の問題解決ニーズとダイバー
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シティ・トレーニングのミスマッチに関しては，確かに失敗の原因になる可

能性があると思われる。Caudron（1993，　p．58）が具体例としてあげた組織

のように，組織の本当の問題解決ニーズが性的嗜好の次元にあるにもかかわ

らず人種の問題に焦点をあてたダイバーシティ・トレーニングを実施すれば，

その成果は有効でないばかりか，それ以降トレーニングへの参加を忌避する

メンバーがでてきたり，場合によっては特定の集団による不満や怒りが発生

するかもしれない。またPaskoff（1994，　p．44）が指摘していた通り，組織の

抱える本当の問題解決ニーズが差別発言やセクシャル・ハラスメントといっ

た違法行為の対拠にある場合，その解決に適したトレーニングとは，こうし

た違法行為を仰制・禁止するための行動方針や規則・罰則を規定したり，伝

達するトレーニングであり，ダイバーシティ・トレーニングのように差別や

偏見について個々人の意識を高めたり，異文化学習を促すことではないだろ

う。しかしながら注記を要するのは，組織の本当の問題解決ニーズと言って

も，それは個別組織によってかなり異なるであろうという点である。例えば，

Caudronが指摘していたように組織の真の問題解決ニーズが性的嗜好の次元

にあるにもかかわらず人種の問題に焦点をあてたダイバーシティ・トレーニ

ングを実施すれば失敗するかもしれないが，他方で人種やジェンダーといっ

た古くから問題になっている次元で未だ問題を抱えている組織は多数存在す

る。またPaskoffが指摘していた通り，組織の真の問題解決ニーズが差別発言

やセクシャル・ハラスメントといった違法行為の対処にある場合，ダイバー

シティ・トレーニングは決して有効であるとは言えないが，他方でこうした

違法行為には直接表れない次元で問題を抱えている組織も数多く存在する。

例えば，通常組織内の違法行為は，上司と部下，同僚問，顧客や供給業者と

の接触における組織メンバーの発言や行動に直接的あるいは明示的に表れる

ことが多く，また適切な組織的対応（例えば，苦情処理システムの確立と報

告の奨励，報告者に対する報復行為の禁止・処罰など）が施されている限り

は，被害者側からの声を通して比較的早く問題を把握することができるであ

ろうが，他方で組織メンバーの配属や昇進等を決める際の意識的・無意識的
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なステレオタイプや偏見といった個々人の発言や行動には直接表れにくい問

題は，違法行為の把握や対処だけでは決して解決できるものではない。グラ

ス・シーリングやグラス・ウォールといった言葉が示しているようにこうし

た類の問題は，今なお多くのアメリカの組織が抱えている問題であり（有村，

1999，pp．254－259），その解決には違法行為の対処を目的としたトレーニング

よりも，ダイバーシティに対する「意識の向上」と「スキルの育成」を目的

としたダイバーシティ・トレーニングが有効になるであろう。したがってダ

イバーシティ・トレーニングの失敗の原因は，たんに組織の問題解決ニーズ

とトレーニングのミスマッチにあると指摘するだけでは不充分である。厳密

には，問題形態のバリエーションそのものの認識が不足していることと，そ

のバリエーションの中から組織の真の問題解決ニーズを識別し，それに適し

たトレーニングをデザイン・実施していないことがダイバーシティ・トレー

ニングの失敗の原因であると言えよう。

　以上の考察をまとめると次のようになる。トレーニングを実施する組織の

側の問題として指摘されている要因の多くは，トレーニングに失敗した組織

だけでなく，そうでなかった組織にも多かれ少なかれあてはまる現象であり，

その意味でダイバーシティ・トレー二・ングの本当の失敗の原因であるとは言

い難い。しかし例外は，組織の問題解決ニーズとダイバーシティ・トレーニ

ングとのミスマッチである。既に明らかにしたように，バリエーションに富

む問題様式の中から組織の真の問題解決ニーズを識別せずにダイバーシ

ティ・トレーニングを実施すれば失敗する可能性は高まるが，逆にある特定

の問題解決状況下ではダイバーシティ・トレーニングが有効になってくるで

あろう。ただし，ある特定の問題解決状況下でダイバーシティ・トレーニン

グが有効になると主張するためには，トレーニング・アプローチそのものに

関する問題として指摘されている失敗の原因について検討を加えないといけ

ない。次項で紹介するようにこれらの要因は，ダイバーシティ・マネジメン

トやトレーニングの基礎にある異なる集団の文化的特徴や違いを理解し，尊

重するというアプローチそのものが失敗の原因であると主張しており，もし
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もこの主張が正しいとすると，どのようなタイプの問題解決ニーズに対して

もダイバーシティ・トレーニングは常に失敗する可能性を含んでいることに

なる。

3－3　トレーニング・アプローチそのものに関する問題

　記述の通り，ダイバーシティ・トレーニングの根底には異なる集団の文化

的特徴や違いを理解し，尊重するというアプローチが存在している。例えば，

意識トレーニングにおいて差別や偏見，異文化に対する感受性の欠如といっ

たダイバーシティにともなう諸問題について個々人の意識を高めさせようと

するのも，その根底にはこれらの問題が異文化の理解・尊重を妨げる要因に

なっているとの考えがあるからである。またスキル育成トレーニングは，異

なる集団の文化的特徴について具体的な情報を与え，実際の職務や職場にお

いてこれらの違いに如何に対処すればいいのかを管理者や監督者に教えるこ

とを目的としていた。トレーニング・アプローチそのものに関する問題とし

て指摘されている要因は，このような異文化を理解・尊重することのデメリッ

トを指摘することに終始している。まず始めにその代表的な論者であるBea－

ver（1995）とPaskoff（1996）の見解から見てみよう。

　Beaver（1995，　pp．7－8）によると集団聞の違い（group　differences）を

強調するダイバーシティ・トレーニングは，敵対心や不和（disharmony），あ

るいは緊迫状態（tensions）を増幅するだけである。なぜなら集団間の違いそ

のものが偏見や差別を生み出す主要な原因のひとつであるからである。Bea－

verは，その根拠として①人間は自分と類似した人達を好み（あるいは好意的

な見方を示す），異なる人達を嫌う（あるいは非好意的な見方を示す）生物学

的特性を持っていること，ならびに②1960年代後半にJane　Elliotが行ったあ

る社会心理学実験の結果を示している。この実験を簡単に紹介すると，Elliot

は彼女の担当する小学3年生の白人児童達（全て白人でクリスチャン）を青

い目のグループと茶色の目のグループの2つに分け，青い目のグループの児

童は茶色の目のグループの児童よりも知性や性格といった面で優れていると



ダイバーシティ・トレーニングの失敗とその原因　（829）－107一

宣言すると同時に，青い目のグループの児童に対してより長い休憩時間やよ

り多くの給食を与えるなど特別の扱いを施した。そして茶色の目のグループ

の児童には，より劣った児童であることを際立たせるために首周りに特別の

布製の襟（special　cloth　collars）を着けさせた。すると実験前には協力的で

調和のとれたグループであったこの白人児童達は，反発しあう仲の悪い2つ

のグループへとすぐに変化した。例えば，青い目の児童達は茶色の目の児童

達をからかったり，一緒に遊ぶの拒否したり，先生に告げ口や更なる処罰・

制限の方法を提案したりした。反対に茶色の目のグループの児童達は機嫌を

損ね，過度に神経質になり，そして怒りを表した。次の日，Elliotはこの2つ

のグループの立場を逆転させたが，今度は茶色の目の児童達が青い目の児童

達に対して前日の仕返しをしようと躍起になった（Beaver，1995，　pp．7－8；

Aronson　et　aL，1999，　PP．507－508）。　Beaverは，このElliotの実験結果を集団

間の違いを強調することがいとも容易く差別や偏見につながることを適切に

示す事例として位置付けている。

　同じくPaskoff（1996，　p．44）も集団間の違いを強調するダイバーシティ・

トレーニングのデメリットを指摘している。ただし先のBeaverの指摘が差別

や偏見といったテーマに関する既存の学術的研究成果をもとにした理論的見

解であったと言えるのに対し，コンサルタントであるPaskoff（1996，　pp．

44－47）は，実際の企業経営や職務という立場を重視した現実的観点から集団

間の違いを強調することのデメリットを指摘している。Paskoffの指摘する

これらのデメリットは，次の6点である。第1にダイバーシティ・トレーニ

ングは，通常各集団の文化的特徴を考慮に入れた意思伝達方法を採用するよ

うに管理者や従業員に期待・要請するが，これを実際の職務での日常的な対

人接触に活かすことは極めて難しく，場合によっては一貫性のない非合理的

な主観的意思決定（inconsistent　and　unreasonably　subjective　decisions）

を促す危険i生がある。例えば，ダイバーシティ・トレーニングにおいてある

特定の文化的集団は親近感のこもった（casua1）身体接触の仕方を重視すると

学び，それをある男性マネジャーが当該集団に属すると思われるメンバーに
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対して実際に用いたする。すると今度は，このような身体接触の仕方を好ま

ない女性社員からセクシャル・ハラスメントの苦情が発せられるかもしれな

い。またある特定の文化的集団は自己の感情や意見をストレートに表現する

のに対し，他の文化的集団では間接的で微妙な形態の表現が尊重されている

と学んだとしても（さらにたとえそれが真実であったとしても），このような

知識だけでは実際の対人接触に有効に対処する指針にはほとんどならない。

例えば，後者のタイプの文化的集団に属するメンバーがあるプロジェクトを

失敗に導いた場合，「しかめ面」を示すことが彼ら・彼女らの文化的特徴を考

慮した意思伝達方法になるのか，それとも「本当に貴方のせいでこのプロジェ

クトが台無しになった」と伝えることは彼ら・彼女らの文化的特徴を考慮し

ていない意思伝達方法になるのかは，このような知識だけでは全く判断でき

ない。第2にダイバーシティ・トレーニングは労働者の間の文化的多様性を

理解・尊重するようにトレーニーに期待・要請する一方で，様々な要素が混

ざり合った文化的特性やその中から重要な特性のみを識別するといった点に

関しては何ら明確な基準（tangible　standards）を提供できていない。例えば，

ユダヤ系でロシア人の労働者，高齢のネイティブ・アメリカン，障害を持っ

たヒスパニック系の女性，母親がスウェーデン人で父親がジャマイカ人の労

働者をどのように扱えばいいのかといった問題に対して，ダイバーシティ・

トレーニングは明確な答えを提示できていない。第3にダイバーシティ・ト

レーニングは，文化の違いを理解することによって異なる集団間のコンフリ

クト解消を図ろうとしているが，この分野の専門家はこれと全く正反対のア

プローチを提唱している。即ち，コンフリクト解消のためには出来るだけ多

くの共通点を見出す必要性がある。したがって集団問の違いを強調するダイ

バーシティ・トレーニングは，たんに人々を違いに固執させるだけであり，

コンフリクト解消にはつながらない。第4に全ての従業員は何らかの文化

的・エスニック的集団に属するメンバーではあるが，一方でこうした集団帰

属心だけでは推し測れない個人としての特有のアイデンティティを持ってい

る。集団問の違いを強調するダイバーシティ・トレーニングは，この点を軽
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視あるいは捨象している。第5に集団間の違いを強調するダイバーシティ・

トレーニングは，既存のステレオタイプを正当化する危険性がある。例えば，

ある男性マネジャーがダイバーシティ・トレーニングにおいて女性は男性よ

りも気転の利いた意思伝達手法を用い，また対立（confrontation）よりもコ

ンセンサス（合意）を重視して仕事を進める傾向があると学んだとする。も

しもこの男性マネジャーが，女性はビジネスで成功するために必要な競争心

や忍耐力を欠いており，したがって重要な責任を彼女らに割り当てるべきで

ないとのステレオタイプを既に持っていた場合，ダイバーシティ・トレーニ

ングで学んだ上記の知識・情報は，この否定的なステレオタイプを彼自身の

中で正当化させてしまうかもしれない。第6に集団間の違いを強調するダイ

バーシティ・トレーニングは，法的違反のリスクを高める。例えば，あるマ

ネジャーが業績上の問題を忠告するためにアジア系の部下に対して示したの

と同等の忍耐力をアフリカ系の部下に示さず，そのために当該社員から差別

的取り扱い（discriminatory　treatment）の訴えを受けたとする。もしもこの

ネジャーが，この訴えに対してアジア系の文化圏では直接的批判は良くない

行為であることをダイバーシティ・トレーニングで学び，それゆえにアジア

系の部下に対して特別の忍耐力でもって接したと主張するならば，この主張

は彼自身が実際に出自や人種をもとに部下の処遇を行っていたこと，ならび

にトレーニングを実施した組織自体もそれを許容していたことを認める結果

になってしまう。そして明らかにこのような処遇の仕方は，人種や出自など

を理由とした雇用上のあらゆる差別を禁止する公民権法第7編に反するもの

である。

　Beekie（1997，　p。12）も集団問の違いを強調するダイバーシティ・トレー

ニングは混乱（chaos）を招くだけであると指摘しているが，その根拠は，先

のBeaverが指摘していた「人間は自分と類似した人達を好み，異なる人達を

嫌う生物学的特性を持っている」との見解に類似している。Beekieによると

人々は，違いでなく共通の価値観や目標，関心などをもとに互い同一化する

ものであり（あるいは社会的相互作用の基礎は違いではなく類似性にある），
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また多数のダイバーシティ・トレーナーが提唱しているように差別や偏見に

とらわれることなく全ての文化的違いを評価し，賞賛し，尊重することは決

してないであろう。したがってダイバーシティ・トレーニングは，各集団の

文化的特徴や違いといった下位文化（subculture）に焦点をあてるのではな

く，アメリカの主流文化（mainstream　of　American　culture）の形成に他の

文化が及ぼしてきた影響・貢献と，その主流文化の中で如何に有効に機能す

べきかをマイノリティを含めた全ての人達に教えるべきであると彼は主張し

ている。

　Beaver，　Paskoff，そしてBeekieと全く異なる視点から集団間の違いを強

調するダイバーシティ・トレーニング・アプローチのデメリットを指摘して

いるのがD’Souza（1997，　p．　83）である。　D’Souzaによると一部を除きほとん

どのビジネスは，異なる集団の文化的特徴や違いを必要としていない，ある

いはそれらとの関連性を有していない（例えば，コンピュータ・プログラミ

ングのように）。むしろ異質な集団は同質的な集団よりもモラールの低下やミ

ス・コミュニケーション等をもたらす可能性があり，その意味で集団間の違

いを強調するダイバーシティ・トレーニングは必ずしもビジネスにプラスに

なるとは限らず，場合によっては便益以上のコスト負担となるかもしれない。

なおこの指摘は，ダイバーシティ・トレーニングだけでなく「労働者の間の

幅広い多様性を競争優位の源泉として活かす」というダイバーシティ・マネ

ジメントそのものに関する問題あるいはデメリットとして提示されている。

　では，これらトレーニング・アプローチそのものに関する問題として指摘

されている要因は，ダイバーシティ・トレーニングの本当の失敗の原因と言

えるであろうか。まず始めにBeaverの見解から検討してみたい。記述の通り，

Beaver（1995，　pp．7－8）は，既存の学術的研究成果をもとに，集団問の違

いそのものが差別や偏見を生み出す主要な原因のひとつであり，それゆえに

集団問の違いを強調するダイバーシティ・トレーニングは敵対心や不和，あ

るいは緊迫状態を増幅するだけであると指摘していた。そして，その根拠と

して①人間は自分と類似した人達を好み，異なる人達を嫌う生物学的特性を



ダイバーシティ・トレーニングの失敗とその原因　（833）－111一

持っていること，ならびに②Jane　Elliotが行った社会心理学実験の結果を示

していた。しかしながらBeaverのあげたこれらの学術的根拠は，差別や偏見

といったテーマに取り組んでいる研究者達の間でも必ずしもコンセンサスが

得られているわけではない。例えば，Aronson他（1998，　p．507）によると，

人間には自分と類似した人達を好み，異なる人達を嫌う生物学的特性がある

との考えは，ダーウィンの進化論的解釈にもとついた動物の一般的特性，具

体的には遺伝子の類似したものに好意を示し，異なるものに恐怖や嫌悪を示

すという特性から派生した考えであって，これを下等動物（lower　animals）

とは異なる人間にそのままあてはめることは間違いであるかもしれない。彼

らは，異なる人達に対しても友好的で寛大（open），かつ協力的であることは

人間の持った自然な性向であるかもしれないと指摘している。また集団問の

違いを強調することがいとも容易く差別や偏見につながることを示す適切な

事例としてBeaverが位置付けていたElliotの実験結果に対しても，　Farley

（1995，p．42）は異なる解釈を提示している。　Farleyによると偏見を弱める

ひとつの有効な手段は，被差別的状況を人々に擬似体験させることによって

差別を被る側の気持ちを理解させたり，あるいは差別・偏見の不合理性を学

習させるというシミュレーション訓練（simulation　exercises）にあるが，彼

はElliotの実験がこの手法の有効性を示していると指摘している。既に紹介

した通り，EIliotの実験では，実験前には仲の良かった白人児童達が目の色を

もとに優位と劣位にある2つのグループに分けられただけで，すぐに反発し

あう間柄に変化してしまったが，その後の追跡調査でこの白人児童達は，あ

まり偏見にとらわれることがなく，よりダイバーシティを受け入れる傾向の

強い大人に成長していたことが明らかにされた（Public　Broadcasting　Ser－

vices，1995）。　Farleyによるとこの効果は，　Elliotの実験において被差別的状

況を擬似体験したことによるものであって，明らかに彼のこの解釈は，Bea－

verのそれと著しく異なっている。以上のことから次のことが言えよう。集団

問の違いを強調するダイバーシティ・トレーニングは敵対心や不和，緊迫状

態を増幅するだけであるとのBeaverの見解は，彼自身や一部の研究者による



一
112－（834） 第48巻第4号

恣意的判断にすぎず，したがってダイバーシティ・トレーニングの本当の失

敗の原因を説明しているとは言い難い。なお同様の問題は，Beaverと同じよ

うに「人々は，違いではなく共通の価値観や目標，関心などをもとに同一化

する」，「社会的相互作用の基礎は違いではなく類似性にある」との考えから，

集団間の違いを強調するダイバーシティ・トレーニングのデメリットを指摘

していたBeekie（1997，　p．12）にもあてはまろう。

　ではPaskoff（1995，　pp．7－8）の見解についてはどうであろうか。既に指

摘した通り，Paskoffは，　Beaverとは異なり，現実的観点から集団問の違いを

強調するダイバーシティ・トレーニングのデメリットを指摘していた。しか

しながら現実的観点に立ってみても，Paskoffの見解は，ダイバーシティ・ト

レーニングの本当の失敗の原因を説明しているとは思えない。具体的に彼が

指摘していた「集団間の違いを強調するダイバーシティ・トレーニングは，

法的違反のリスクを高める」というデメリットについて考えてみよう。確か

に論理的に考えるとダイバーシティ・マネジメントやトレーニングの基礎に

ある集団間の違いを強調したり，尊重するという考え・発想は，“カラーブラ

インド主義”を標楴とする公民権法第7編の精神・原理原則に反するもので

あり，同様の文脈からアファーマティブ・アクションに対する社会的批判が

高まっているのも事実である（今田，1992，pp．11－13：古沢，1994）。しかし

ながら実際には，ダイバーシティ・マネジメントと公民権第7編を柱とする

雇用機会均等／アファーマティブ・アクションの遵守を同時に推進している

組織は意外と多い。例えば，131の組織を対象としたConference　Boardの調

査によると，50％弱の組織は，ダイバーシティ・マネジメントの管理責任と

雇用機会均等／アファーマティブ・アクションの遵守・遂行の管理責任を同

一のポストに設けていた（Winterle，1992，　p．28）2°）。そして，もちろんこれ

らの組織が実施しているダイバーシティ・トレーニングの全てが失敗してい

20）ちなみに25％の組織は，ダイバーシティ・マネジメント専任の特別のポジションを設け，25％

　の組織は公的なダイバーシティ・マネジメントの管理責任を何らもうけていなかった（Winter－

　le，1992，　p．28）。
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るわけではない。この事実は，論理的矛盾は別にして，実際の企業経営では

ダイバーシティ・マネジメントの取り組みと公民権第7編を柱とした雇用機

会均等の遵守・遂行を同時に推進することが可能であることを示している。

自ら行った実態調査をもとにWheeler（1994，　p．10）が「ダイバーシティと法

の遵守はしばしば同じパズルの中の2つのピース」であり，雇用機会均等／

アファーマティブ・アクションは「知らなければならないこと（heve　to

know）」，ダイバーシティ・マネジメントは「知る必要があること（need　to

know）」と喩えたように，実際の企業経営では双方が重要とみなされ，その

実現にむけて各種の取り組みが実施されているのである。したがってPas－

koffが指摘していたように，ダイバーシティ・トレーニングにおいて集団間の

違いを強調することが一義的に法的違反のリスクを高め，その結果としてト

レーニングの成果が失敗に陥るとは考えられない21）。

　法的違反のリスク以外のデメリット，具体的には①各集団の文化的特徴を

考慮に入れた意思伝達方法を実践に移すことは極めて難しい，②様々な要素

が混ざり合った文化的特性やその中から重要な特性を識別するための明確な

基準を提供できていない，③集団間のコンフリクト解消に必要なことは共通

要素を見出すことであって違いを強調することではない，④集団帰属心だけ

では推し測れない個人としての特有のアイデンティティを軽視あるいは捨象

している，⑤既存のステレオタイプを正当化してしまう危険性という側面に

関しては，前節でたびたび繰り返したのと同様の問題点を指摘することがで

きる。即ち，ダイバーシティ・トレーニングの基礎にある集団間の違いを強

調するというアプローチは，トレーニングの成果が失敗であった組織だけで

なく，そうでなかった組織でも多かれ少なかれ採用されているものであり，

集団間の違いを強調することが一義的にこのようなデメリットをもたらし，

21）Mobley　and　Payne（1992，　p．50）も，次のような身近な例から，表面上は相反するダイバー

　シティ・マネジメントの目標と雇用機会均等の目標を両立させることは可能であると指摘して

　いる。「例えば医者は，違いを理由に患者の治療を拒否することはできない。それでも医者は，

　各々の患者を違ったふうに検査し，治療するよう期待されている」。
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ダイバーシティ・トレーニングを失敗に導くとは考えられない。こうしたデ

メリットは，より実り多い成果を得るために考慮すべき側面であったとして

も，ダイバーシティ・トレーニングの本当の失敗の原因を説明するものでは

ないであろう。

　D’Souza（1997，　p．83）は，ほとんどのビジネスは異なる集団の文化的特徴

や違いを必要としていない，あるいはそれらとの関連性を有していないとの

前提から，集団間の違いを強調するダイバーシティ・マネジメントやトレー

ニングのデメリットを指摘していたが，そもそもこの前提自体が間違いであ

る。例えば，彼がその典型としてあげていたコンピュータ・プログラミング

の例を考えてみよう。確かにプログラミングの仕事自体は，アメリカ人のコ

ンピュータ・プログラマーが日本仕様向けのソフトを開発するといった場合

は別にして，文化の違いを考慮して仕事を進める必要はないであろう。しか

しながらこうした直接的作業は別にして，プログラマーの配属や昇進等を決

める際に重要な役割を果たす対人関係の局面では文化の違いを無視すること

はできない。もちろん組織メンバーが完全に同質的，あるいは組織メンバー

の多様性にともなう諸問題がまったく存在していない組織では，こうした局

面でも文化の違いを考慮する必要はないであろうが，実際のアメリカの組織

の多くはそうでない22）。そうでないがゆえにダイバーシティ・マネジメントや

トレーニングが注目されるようになったのである。ただしダイバーシティ・

マネジメントやトレーニングを通して集団間の違いを強調することは，場合

によっては便益以上のコスト負担になるかもしれないという彼の指摘自体は

正しい。既に指摘した通り，同じように集団間の違いを強調するダイバーシ

ティ・トレーニングを実施しても，その成果は個別組織によって失敗であっ

22）例えば，現在組織メンバーの同質性を確保できている組織であっても，今後アメリカの人口と

　労働力が急速に多様化していくにつれ，その同質性を維持することは困難になるであろう。ま

　たグラス・シーリングやグラス・ウォールといった言葉が示している問題（有村，1999，pp．

　254－259）は，多くのアメリカの組織がダイバーシティにともなう諸問題を未だ解決できていな

　いことを表している。
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たり，あるいは中立，成功と異なっている。問題は，なぜ個別組織によって

こうした成果の違いが生まれるのかであり，ダイバーシティ・トレーニング

の基礎にある集団間の違いを強調することや，あるいはそれとビジネスの関

連性を問うことではない。

IV　むすびにかえて

　本稿では，「なぜダイバーシティ・トレーニングは予期せぬ結果をもたらし

たのか？その本当の失敗の原因は何なのか？」という問題意識のもと，これ

まで指摘されてきたダイバーシティ・トレーニングの失敗の原因を批判的に

検討してきた。既に明らかにしたように，これまで指摘されてきた要因のほ

とんどは，ダイバーシティ・トレーニングの本当の失敗の原因を明らかにす

るものではない。しかし例外は，トレーニングを実施する組織の側の問題と

して指摘されていた組織の問題解決ニーズとトレーニングのミスマッチであ

る。

　では，組織の問題解決ニーズとトレーニングのミスマッチがダイバーシ

ティ・トレーニングの本当の失敗の原因であるとした場合，次にどのような

処方箋が必要になるのであろうか。この点に関しては，既に指摘したように

問題様式のバリエーションそのものをまず認識する必要があるだろう。しか

もダイバーシティ・トレーニングの失敗の多くがダイバーシティにともなう

諸問題，例えば，差別や偏見，ステレオタイプ，異文化に対する感受性の欠

如といった点について個々人の意識を高めさせる意識トレーニングから派生

しているように，そしてダイバーシティ・マネジメントを推進するにあたっ

ては差別や偏見，ステレオタイプといった問題を避けて通ることができない

現実からして（Baytos，1995，　p．13），差別・偏見・ステレオタイプの次元か

らみた組織の問題様式のバリエーションをまず明確にする必要があるだろ

う。例えば，Farley（1995，　pp．13－55）が指摘しているように，差別や偏見

といった問題は，それが個々人の態度や行動から派生したものなのか，それ
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とも個々人の次元を離れた組織全体のレベルで生じているのかによって必要

な解決策は異なっ’てくる。また個人レベルの次元で生じている偏見の問題で

も，それがたんなる間違った認知に起因するものなのか，それとも認識の次

元を超えた感情レベルの問題なのかよって必要な解決策は異なってくる。こ

れらの側面については，別の機会に改めて論じることにしたい。
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